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＜国の経済対策関連及び新型コロナ対策関連予算＞

　　令和３年度１月補正予算　　３００億１０百万円

　　令和３年度２月補正予算　　　８４億２７百万円

主な事業 ※金額には再掲事業を含む（以下同じ）

３１１億円

２　デジタル変革(ＤＸ)・ゼロカーボン社会づくり １１０億円

（ うち森林吸収源としての森林整備（公共事業等）　９２億円 ）

３　人口減少対策の強化 ７０億円

４　安全・安心な県土づくり ７１億円

５　本県の新たな発展に向けた土台づくり １４１億円

○持続可能な地域交通ネットワークの構築

○長距離フェリー航路の新船就航を契機とした交通･物流網の強化

○スポーツランドみやざきの新たな拠点づくり

１　県民のいのちを守る対策、
　　　　　　　　地域経済の早期回復・成長活力の創出に向けた対策

予算編成の考え方

○ 県民の「安全・安心」を確保するため、引き続き新型コロナ対策に万全を期する

とともに、県民生活と地域経済の復興に向けた取組を推進

○ 国の経済対策に基づく１６か月予算と連動し、本県における新型コロナ対策や

経済対策、県土の強靱化対策等を切れ目なく講じるため、令和３年度補正予算

（１月、２月）と一体的な予算として編成（１５か月予算）

○ 持続可能な地域づくりのための人口減少対策を強化するとともに、デジタル変革(ＤＸ)

やゼロカーボン社会づくりなど、本県の新たな成長活力を創る取組を積極的に展開

 １　　予 算 案 の 概 要

予 算 額

　 令和４年度当初予算　【一般会計】　　６，４１４億７７百万円

　　　　　　（対前年度比　１５９億７２百万円　２.６％増）
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□

□

□

４

211,270,362

▲18.9 

206,527,682 2.3 

71,117,009

３

（単位：％）

4,742,680 

▲13,421,710 

令和元 ２平成２９ ３０年　度

1.3対前年度比 2.14.0 2.60.7▲0.7

(1) 予算規模

区　　　分
対前年度
増 減 率

令和４年度
当初予算

○　予算規模の状況

　一般会計の予算規模は､補助費等や物件費の増等により､６,４１４億７７百万円
（対前年度比１５９億７２百万円､２.６％増）

　特別会計(１５会計)は、小規模企業者等設備導入資金特別会計の増等により、
２,１１２億７,０３６万２千円（対前年度比４７億４,２６８万円、２.３％増）

　公営企業会計(４会計)は、県立病院事業会計の減等により、５７６億９,５２９万９
千円（対前年度比１３４億２,１７１万円、１８.９％減）

令和３年度
当初予算

対前年度
増 減 額

 (単位：千円、％）

641,477,000

公 営 企 業 会 計 57,695,299

○　当初予算規模の推移（一般会計）

○　当初予算の対前年度比の推移（一般会計）

特 別 会 計

一 般 会 計 625,505,000 15,972,000 2.6 

6,437 

5,591 

5,779 

6,255 
6,415 

1,200 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

億円

年度
※ 平成１９・２３・２７年度及び令和元年度は６月補正後（以下同じ）

※ 平成２７年度の1,200億円は口蹄疫対策転貸債等償還金

6,979
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 (3)　

□

□

38.8

(2) 歳入予算の特徴

対前年度
増 減 額

令和４年度 対前年度
増 減 率

令和３年度

　自主財源比率は４０.２％で、法人所得の増等に伴う県税の増等により、前年度比１.４
ポイント増

○　歳入予算の状況

構成比

　依存財源比率は５９.８％､、地方交付税や県債の減等により､前年度比１.４ポイント減

      （単位：千円、％）

当初予算
区　　分

構成比 当初予算

59.8

100.0

257,867,987 40.2 242,431,771

383,073,229

625,505,000

　 ※ 四捨五入の関係で内訳と合計が一致しないことがある（以下同じ）

6.4 

0.1 

2.6 

15,436,216 

535,784 

15,972,000 

自主財源

依存財源

歳入合計

383,609,013

641,477,000

61.2

100.0

2,579億円
(40.2%)

3,836億円
(59.8%)

県税

1,048億円
(16.3%)

地方消費税

清算金

511億円
(8.0%)

諸収入

518億円
(8.1%)

繰入金

372億円
(5.8%)

使用料及び手数料など

129億円
(2.0%)

地方交付税

1,850億円
(28.8%)

国庫支出金

1,234億円
(19.2%)

県債

539億円
(8.4%)

地方譲与税など

214億円
(3.3%)

歳 入

６,４１５億円

自主財源

依存財源
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39.5

３０

40.3

年　　　度

自主財源比率

○　自主財源の状況

○　自主財源比率の推移（当初予算ベース）

(25,263,746)

0

8.1

9,877,773

888,522

▲2.8 

▲61,368 

20,604 

139,687 

6,817,673 

(4,832,136)

0

53,250,175

1.6

      （単位：千円、％）

      （単位：％）

使 用 料 及 び 手 数 料

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

(うち財政関係２基金)

繰 越 金

諸 収 入

0 

▲1,472,587 

1.5 

▲5.6 

▲0.6 

2.4 

63.4 

22.4 

-

0.1359,884

37,208,632

平成２９

0.1

□

□

□

□

県 税

 区　　　　　分

地 方 消 費 税 清 算 金

分 担 金 及 び 負 担 金

　県税は､個人県民税や法人事業税の増等により、１,０４８億４０百万円
（対前年度比９３億６０百万円、９.８％増）

　地方消費税清算金は、地方消費税の増により、５１１億３８百万円
（対前年度比７億３８百万円、１.５％増）

　分担金及び負担金は、土地改良事業に係る負担金の減等により、１７億７８百万円
（対前年度比１億６百万円、５.６％減）

　繰入金は､基金からの繰入れの増により､３７２億９百万円（対前年度比６８億１８百
万円、２２.４％増）
　なお、令和３年度の法人関係税収の増に伴う地方交付税の減額精算等の影響により、
財政関係２基金からの繰入れは、２５２億６４百万円（対前年度比４８億３２百万円､
２３.７％増)となり、令和４年度末の残高は、３３５億円程度となる見込み

令和３年度 対前年度
増 減 額

15,436,216 

対前年度
増 減 率

6.4 

構成比

38.8

9.8 

242,431,771

95,480,000

□　諸収入は、中小企業融資制度貸付金元利収入の減等により、５１７億７８百万円
（対前年度比１４億７３百万円、２.８％減）

4.9

(3.3)

0.0

8.5

9,939,141

867,918

220,197

30,390,959

(20,431,610) (23.7)

①　自主財源

２

38.9

３

38.8

４

40.2

自 主 財 源

当初予算

51,777,588

1.5

0.1

令和４年度

構成比

8.0

5.8

(3.9)

0.0

40.2

令和元

38.3

0.0

　

104,840,000

51,137,566

1,778,022

9,360,000 15.3

50,399,518

1,883,863

738,048 

▲105,841 0.3

8.1

0.3

16.3

257,867,987

当初予算

　 ※ 予算額は百万円未満を四捨五入（百万円単位の表記について、以下同じ）
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年　　度 平成２９ ３０ 令和元 ２ ３ ４

県税伸び率 1.2 3.3 1.2 ▲1.1 ▲3.6 9.8

年　　度 平成２９ ３０ 令和元 ２ ３ ４

基 金 残 高 445 445 440 440 587 335

  ※ 令和３年度は２月補正後、令和４年度は当初予算編成後の見込額

○　県税伸び率の推移 （単位：％）

（単位：億円）○　財政関係２基金残高の推移（各年度末）

609 602 579 
562 

472 473 471 

568 
578 

508 
475 

463 468 450 445 445 440 440 

587 

335 

0

100

200

300

400

500

600

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4

億円

年度

〔財政関係２基金残高の推移（各年度末）〕

※  令和３年度は、地方交付税の再算定による増や県税収入の増などに伴い基金残高が増。
但し、法人関係税収の増に伴い、令和４年度以降３年間で地方交付税の減額精算が予定されている。
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(臨時財政対策債除き) (45,067,400)

国 庫 支 出 金

県 債

419,000

112,779,729

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

依 存 財 源

(38,396,500)

0.1 19.1 

9.4 

▲20.8 

(17.4)

▲14,164,100 

(6,670,900)

(2.8)

184,979,000

19.2

8.4

(7.0)

68,053,50053,889,400

80,000 

(6.1)

18.0

10.9

123,362,613

(8,822,000)

499,000

(1.4) (▲70.3)(29,657,000) (▲20,835,000)(4.7)( 臨 時 財 政 対 策 債 )

      （単位：千円、％）

□

□

□

□

□

　地方交付税は、令和３年度の法人関係税収の増に伴う減額精算等により前年度を下回り､
１,８４９億７９百万円（対前年度比３２億２７百万円、１.７％減）
　地方交付税の代替財源である臨時財政対策債も､８８億２２百万円（対前年度比２０８億
３５百万円、７０.３％減）と前年度を下回り、地方交付税との合計額は、１,９３８億１
百万円(対前年度比２４０億６２百万円、１１.０％減）

　地方譲与税は、特別法人事業譲与税の増等により、２０２億２８百万円
（対前年度比７２億９百万円、５５.４％増）

　国庫支出金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増等により、
１,２３３億６３百万円（対前年度比１０５億８３百万円、９.４％増）

  県債は、臨時財政対策債の減等により、５３８億８９百万円（対前年度比１４１億６４
百万円、２０.８％減）
　また、臨時財政対策債を除く県債は､４５０億６７百万円(対前年度比６６億７１百万円､
１７.４％増）

　令和４年度末の県債残高見込みは、８,２９１億６１百万円で、令和３年度末残高見込み
（８,４８７億６７百万円）に比べ、１９６億５百万円の減
　なお、臨時財政対策債を除く県債残高見込みは､４,９７８億４０百万円で、令和３年度
末見込み（４,９８０億９２百万円）に比べ、２億５１百万円の減

対前年度
増 減 額

7,209,000 

66.3 (10,719,000)

535,784 

10,582,884 

対前年度
増 減 率

0.1 

7,112,000 

55.4 

9.2 

▲1.7 

55,000 

▲3,227,000 

構成比

2.1

0.1

30.1

0.1

61.2

②　依存財源

 区　　　　　分
令和４年度 令和３年度

3.2

0.1

28.8

13,019,000

596,000

188,206,000

59.8

当初予算

383,073,229383,609,013

20,228,000

651,000

(特別法人事業譲与税)

当初予算 構成比

○　依存財源の状況

(1.7)(17,831,000)
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区　　　　分

地 方 交 付 税

臨時財政対策債

合　　　　計

区　　　　分

年　　度

11.5 10.9 8.4

( 6.2) ( 7.0) ( 9.1) ( 8.6) ( 6.1)

○　地方交付税及び臨時財政対策債の状況

○　県債の状況

29,657 ▲20,835 ▲70.3 

193,801 217,863 ▲24,062 ▲11.0 

令和４年度 令和３年度 対前年度増減額 対前年度増減率

77,215 ▲23,326 

  ※ (　)書きは臨時財政対策債を除いた数値

（単位:百万円、％）

（単位:百万円、％）

（単位：％）

令和４年度 令和３年度 対前年度増減額 対前年度増減率

184,979 188,206 ▲3,227 ▲1.7 

8,822

県 債 発 行 額
53,889

県　債　残　高
829,161

▲30.2 

(45,067) (48,624) (▲3,557) (▲7.3)

848,767 ▲19,605 ▲2.3 

(497,840) (498,092) (▲251) (▲0.1)

４３

(7.0)

  ※ 令和４年度は当初予算編成後、令和３年度は２月補正後の年度末の見込額

　　　〔県債発行額及び県債残高の推移〕　　

平成２９

県 債 依 存 度

３０ 令和元 ２

○　県債依存度の推移（当初予算ベース）

  ※ (　)書きは臨時財政対策債を除いた数値

10.5 11.1 12.0

8,292

4,978

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

H15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
年度

口蹄疫対策転貸債等

臨時財政対策債

その他の県債

県債残高(総額)

県債残高（臨財債等除き）

県債残高（億円）県債発行額（億円）

口蹄疫対策転貸債等
1，200億円発行
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　○　款別の状況

当初予算 構成比 当初予算 構成比

議 会 費 1,173,065 0.2 1,214,853 0.2 ▲41,788 ▲3.4 

総 務 費 36,615,878 5.7 31,734,680 5.1 4,881,198 15.4 

民 生 費 96,125,902 15.0 95,772,093 15.3 353,809 0.4 

衛 生 費 46,740,790 7.3 37,520,048 6.0 9,220,742 24.6 

労 働 費 1,605,523 0.3 1,517,275 0.2 88,248 5.8 

農 林 水 産 業 費 55,579,687 8.7 54,403,141 8.7 1,176,546 2.2 

商 工 費 50,616,013 7.9 50,205,464 8.0 410,549 0.8 

土 木 費 64,475,613 10.1 62,638,097 10.0 1,837,516 2.9 

警 察 費 27,126,992 4.2 27,494,843 4.4 ▲367,851 ▲1.3 

教 育 費 117,742,938 18.4 117,884,186 18.8 ▲141,248 ▲0.1 

災 害 復 旧 費 15,375,120 2.4 15,375,120 2.5 0 0.0 

公 債 費 80,018,043 12.5 80,432,162 12.9 ▲414,119 ▲0.5 

諸 支 出 金 48,181,436 7.5 49,213,038 7.9 ▲1,031,602 ▲2.1 

予 備 費 100,000 0.0 100,000 0.0 0 0.0 

歳 出 合 計 641,477,000 100.0 625,505,000 100.0 15,972,000 2.6 

(3) 歳出予算の特徴

（単位：千円、％）

区　　　分
令和４年度 令和３年度

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

教育費

1,177億円
(18.4%)

民生費

961億円
(15.0%)

公債費

800億円
(12.5%)土木費

645億円
(10.1%)

農林水産業費

556億円
(8.7%)

商工費

506億円
(7.9%)

衛生費

467億円
(7.3%)

総務費

366億円
(5.7%)

警察費

271億円
(4.2%)

災害復旧費

154億円
(2.4%)

その他

511億円
(8.0%)

歳 出

６,４１５億円
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【主な事業】 国民スポーツ大会事業費（５８億円）、
宮崎県バスネットワーク最適化支援基金積立金（１３億円）

【増減要因】 国民スポーツ大会事業費、地域交通ネットワーク推進費の増等

【主な事業】 介護保険対策費（１８０億円）、高齢者医療対策費（１７６億円）
【増減要因】 高齢者医療対策費、国民健康保険特別会計繰出金の増等

【主な事業】 新型コロナウイルス緊急対策費（２０７億円）
地域医療介護総合確保基金事業費（５０億円）

【増減要因】 新型コロナウイルス緊急対策費、地域医療介護総合確保基金事業費の増等

【主な事業】 県立産業技術専門校費(７億円)、地域雇用対策推進費(２億円)

【増減要因】 地域雇用対策推進費の増等

【主な事業】 農業農村整備、山地治山、水産基盤整備事業等の公共事業費（１９９億
円）、畜産競争力強化整備事業（４８億円）

【増減要因】 強い産地づくり対策事業費、漁業基本対策費の増等

【主な事業】 中小企業金融対策費（４２０億円）、小規模事業対策費（１３億円）

【増減要因】 観光交流基盤整備費、小規模企業者等設備導入事業推進費の増等

【主な事業】 道路、河川、砂防、港湾事業等の公共事業費（５５５億円）、
県営住宅管理費（１２億円）

【増減要因】 公共事業費、新土木積算システム構築事業費の増等

【主な事業】 交通安全施設整備事業費（１３億円）、警察施設費（１１億円）

【増減要因】 一般活動費、運転免許費の減等

【主な事業】 私学振興費（７９億円）、高等学校就学支援事業費（２８億円）

【増減要因】 職員費、学力向上推進費の減等

【増減要因】 公債管理特別会計への繰出金の減等

【主な事業】 地方消費税交付金（２５７億円）、地方消費税清算金（１９６億円）

【増減要因】 地方消費税清算金の減等

 公債費　（対前年度比　０.５％減）

 諸支出金　（対前年度比　２.１％減）

 土木費　（対前年度比　２.９％増）

 警察費　（対前年度比　１.３％減）

 教育費　（対前年度比　０.１％減）

 商工費　（対前年度比　０.８％増）

 農林水産業費　（対前年度比　２.２％増）

 総務費　（対前年度比　１５.４％増）

 民生費　（対前年度比　０.４％増）

 衛生費　（対前年度比　２４.６％増）

 労働費　（対前年度比　５.８％増）
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当初予算 構成比 当初予算 構成比

242,183,938 37.8 245,595,423 39.3 ▲3,411,485 ▲1.4 

人 件 費 149,677,156 23.3 152,086,778 24.3 ▲2,409,622 ▲1.6 

扶 助 費 15,541,217 2.4 15,475,830 2.5 65,387 0.4 

公 債 費 76,965,565 12.0 78,032,815 12.5 ▲1,067,250 ▲1.4 

116,225,243 18.1 108,211,041 17.3 8,014,202 7.4 

普 通 建 設 事 業 費 100,850,123 15.7 92,835,921 14.8 8,014,202 8.6 

（ う ち 補 助 ） (65,468,151) (10.2) (61,100,367) (9.8) (4,367,784) (7.1)

（ う ち 単 独 ） (28,193,608) (4.4) (25,041,321) (4.0) (3,152,287) (12.6)

（ う ち 直 轄 ） (7,188,364) (1.1) (6,694,233) (1.1) (494,131) (7.4)

災 害 復 旧 事 業 費 15,375,120 2.4 15,375,120 2.5 0 0.0 

283,067,819 44.1 271,698,536 43.4 11,369,283 4.2 

641,477,000 100.0 625,505,000 100.0 15,972,000 2.6 

○　性質別の状況

      （単位：千円、％）

義 務 的 経 費

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

その他一般行政経費

  ※ 普通建設事業費の補助、単独には、それぞれ受託事業を含む

区　　　　　分
令和４年度 令和３年度 対前年度

増 減 額
対前年度
増 減 率

2,422億円

(37.8%)

1,162億円

(18.1%)

2,831億円

(44.1%)

人件費(教育)

956億円

(14.9%)

人件費(警察)

202億円

(3.2%)

人件費(その他)

338億円

(5.3%)

公債費

770億円

(12.0%)

扶助費

155億円

(2.4%)

補助

655億円

(10.2%)
単独

282億円

(4.4%)

直轄

72億円

(1.1%)

災害復旧事業費

154億円

(2.4%)

補助費等

1,922億円

(30.0%)

貸付金

441億円

(6.9%)

その他

467億円

(7.3%)

歳 出

６,４１５億円

投資的経費

人件費

1,497億円

(23.3%)

普通建設事業費 1,009億円 (15.7%)

義務的経費

その他

一般行政経費
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□　義務的経費は､人件費及び公債費の減により、２,４２１億８４百万円
（対前年度比３４億１１百万円、１.４％減）

□   人件費は､期末手当支給月数の改定に伴う減や職員の採用・退職に伴う給与の減等によ
り、１,４９６億７７百万円(対前年度比２４億１０百万円、１.６％減）

□　扶助費は、新型コロナウイルス感染症に係る感染患者入院費公費負担の増等により、
１５５億４１百万円(対前年度比６５百万円、０.４％増）

□　公債費は、県債残高の減少により､７６９億６６百万円
（対前年度比１０億６７百万円、１.４％減）

□　投資的経費は､普通建設事業費の増により､１,１６２億２５百万円
(対前年度比８０億１４百万円、７.４％増）

□　普通建設事業費は、国民スポーツ大会に係る県有施設整備などの国庫補助事業費の増や
防災・減災、国土強靱化対策と一体的に実施する県単独公共事業費の増等により、
１,００８億５０百万円（対前年度比８０億１４百万円、８.６％増）

□　災害復旧事業費は、年間所要見込額として前年度と同額の１５３億７５百万円

※ 公共事業費：９０８億２６百万円（対前年度比１６億１３百万円、１.８％増）

※ 「防災・減災､国土強靱化のための５か年加速化対策」に係る国庫補助等事業費は､国の１６か月
予算と連動し､令和３年度１月補正予算に前倒しで計上（１６２億５百万円）

□　その他一般行政経費は、物件費や補助費等、繰出金の増等により、２,８３０億６８百万
円(対前年度比１１３億６９百万円、４.２％増）

□　物件費は､新型コロナウイルス感染症対策における軽症者等宿泊療養施設運営事業の増等
により､２５１億４５百万円(対前年度比１９億６１百万円、８.５％増）

□　補助費等は､新型コロナウイルス感染症対策におけるワクチン接種緊急支援事業の増等に
より、１,９２２億２０百万円(対前年度比９０億円、４.９％増）

□　繰出金は､宮崎カーフェリーの新船導入のための貸付金に係る小規模企業者等設備導入資
金特別会計への繰出金の増等により､１２０億４９百万円
（対前年度比１５億１百万円、１４.２％増）

①　義務的経費

②　投資的経費

③　その他一般行政経費
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14,020 百万円

95,199 百万円

（単位：百万円）

うち一般財源

1,652 1,628

12,064 12,045

3,025 1,496

2,625 2,625

19,366 17,794

　①　地方消費税引上げ分の充当

　   消費税及び地方消費税の引上げ分については、年金、医療及び介護の社会保障給付並びに
  子ども・子育て支援、その他社会保障施策に要する経費に充てるものとされている。
　   地方消費税引上げ分を充てる県の社会保障関係費の予算額は、次のとおりである。

○　社会保障関係費の状況

    （歳入）　引上げ分の地方消費税収

    （歳出）　社会保障関係費（一般財源ベース）

地域子ども・子育て支援事業費

事　　　　項

教育・保育給付費

児童保護費

児童手当県負担金

計   

令和４年度当初予算

子ども・
子育て支援

17,249 17,122

17,907 17,807

12,285 12,285

4,651 1,550

1,742 875

小児慢性特定疾病医療費 261 131

54,094 49,770

35,388 27,635

108,848 95,199

　

　

　

　　　　※ 社会保障関係費及び一般財源総額ともに、各年度の当初予算額

　その他の社会保障に要する経費

指定難病医療費

計   

　②　一般財源ベースの推移

国民健康保険制度

後期高齢者医療制度

医療・介護

介護保険制度

医療介護総合確保基金事業費

合計   

303 315 377 391 409 426 439 474 482 480 

128 128
135 133 133 125 127 

124 122 123 
145 152

153 157 160 165 169 
173 176 178 

156 158
159 160 161 165 163 

166 168 171 

3,749 

4,084 4,068 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

0
100
200
300
400
500
600
700
800
900

1,000
1,100

H25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4
年度

後期高齢者医療制度 介護保険制度 国民健康保険制度 その他 一般財源総額

952948

732

一般財源総額(億円）社会保障関係費(億円）
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□

□

28,042 21,036 7,006 33.3 

82,887,847 84,382,858 ▲1,495,011 ▲1.8 

116,458,392 114,542,975 1,915,417 1.7 

299,676 280,005 19,671 7.0 

140,345 133,050 7,295 5.5 

214,698 218,657 ▲3,959 ▲1.8 

902,868 864,747 38,121 4.4 

4,389,821 353,658 4,036,163 1,141.3 

45,286 19,300 25,986 134.6 

16,882 95,887 ▲79,005 ▲82.4 

267,649 302,193 ▲34,544 ▲11.4 

567,312 691,142 ▲123,830 ▲17.9 

1,224,784 1,312,941 ▲88,157 ▲6.7 

238,010 216,341 21,669 10.0 

3,588,750 3,092,892 495,858 16.0 

211,270,362 206,527,682 4,742,680 2.3 

□

□

□

□

8,213,441 11,074,025 ▲2,860,584 ▲25.8 

507,291 580,813 ▲73,522 ▲12.7 

35,921 38,672 ▲2,751 ▲7.1 

48,938,646 59,423,499 ▲10,484,853 ▲17.6 

57,695,299 71,117,009 ▲13,421,710 ▲18.9 

　国民健康保険特別会計は、保険給付費等交付金の増等により、１,１６４億５８百万円
（対前年度比１９億１５百万円、１.７％増）

合　　　    　　計

　県立病院事業会計は、建設改良費の減等により､４８９億３９百万円
　　　　　　　　　　　　　　　 （対前年度比１０４億８５百万円、１７.６％減）

　工業用水道事業会計は、修繕費の減等により、５億７百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（対前年度比７４百万円、１２.７％減）

電 気 事 業

工 業 用 水 道 事 業

令和３年度
当初予算

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

会　　計　　名
令和４年度
当初予算

    （単位：千円、％）

　地域振興事業会計は、減価償却費の減等により、３６百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （対前年度比３百万円、７.１％減）

県 立 病 院 事 業

(5) 公営企業会計

県 立 学 校 実 習 事 業

合 計

山 林 基 本 財 産

拡 大 造 林 事 業

林 業 改 善 資 金

小 規 模 企 業 者 等 設 備 導 入 資 金

育 英 資 金

えびの高原スポーツレクリエーション施設

県 営 国 民 宿 舎

沿 岸 漁 業 改 善 資 金

公 共 用 地 取 得 事 業

　小規模企業者等設備導入資金特別会計は、高度化資金貸付の増により、４３億９０百
万円（対前年度比４０億３６百万円、１,１４１.３％増）

(4) 特別会計

    （単位：千円、％）

地 域 振 興 事 業

会　　　計　　　名

開 発 事 業 特 別 資 金

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金

対前年度
増 減 額

対前年度
増 減 率

令和４年度
当初予算

公 債 管 理

令和３年度
当初予算

国 民 健 康 保 険

　電気事業会計は、建設改良費の減等により、８２億１３百万円
　　　　　　　　　　　　　　　　　（対前年度比２８億６１百万円、２５.８％減）

港 湾 整 備 事 業
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（参考）令和３年度１月・２月補正予算

ＰＣＲ検査体制等強化事業

医療提供体制強化事業

軽症者等宿泊療養施設運営事業

新型コロナウイルスワクチン接種緊急支援事業

感染症対策営業時間短縮要請等協力金事業

等

＜参考＞　令和３年度１月・２月補正予算

ひなた飲食店認証店応援事業　（１月補正予算）

○飲食店ガイドライン認証事業　（２月補正予算）

　２　県民のいのちとくらしを守るための支援

宮崎県バスネットワーク最適化支援事業 （※うち運行維持支援分）

ひきこもり実態把握・情報発信事業

外国人技能実習生等受入事業者支援事業

みやざきの農を支えるひなた資金融通事業

かつお・まぐろ漁業安全確保支援事業

等

＜参考＞　令和３年度１月補正予算

自殺対策セーフティネット強化推進事業

生活困窮者支援制度広報強化事業

3億13百万円

4億39百万円

1億25百万円

8百万円

74百万円

10百万円

1億24百万円

7百万円

[14事業] 9億3百万円

　生活困窮者支援や自殺防止対策を強化するとともに、事業者の事業継続や雇用を守る取組
を支援するなど、県民のいのちとくらしを守る取組を推進する。

2億24百万円

7億29百万円

149億91百万円

19億85百万円

県民のいのちを守る対策、地域経済の早期回復・成長活力の創出に向けた対策

[71事業] 310億51百万円

[17事業] 84億98百万円

（新型コロナウイルス感染症に係る総合対策）

　新型コロナ対策として、県民のいのちと健康を守り、くらしを支えるとともに、地域経済
の早期回復と〈ポストコロナ〉における社会経済活動の活性化に向け、本県の新たな成長活
力の創出につなげる取組を推進する。

　１　感染拡大防止策と地域医療の確保 [22事業] 265億26百万円

　ＰＣＲ検査体制の強化やワクチン接種の促進など感染防止対策を徹底するとともに、
病床や宿泊療養施設の確保など医療提供体制の充実を図り、感染拡大とウイルスの変異等
への備えに万全を期す。

50億12百万円

19億60百万円
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　３　地域経済の早期回復・応援消費に向けた対策

公共交通・物流需要回復プロジェクト事業

文化で紡ぐ地域活力の再興応援事業

みんなが繋がる　ひなたの文化活動推進事業

ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業

県産農畜水産物応援消費推進事業

等

＜参考＞　令和３年度１月補正予算

地域経済回復支援事業

観光みやざき回復支援事業

　４　本県の新たな成長活力の創出につなげる取組

移住者定着環境整備支援事業

みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進実装支援事業

販路開拓等事業者支援事業

ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業

ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業

等

3億8百万円

1億87百万円

32百万円

7百万円

1億11百万円

[25事業] 13億22百万円

　〈ポストコロナ〉における社会経済活動の活性化に向け、デジタル化や生産性向上など、
"みやざきの新たな成長活力"の創出につなげる取組を推進する。

40百万円

10億78百万円

48億71百万円

10億65百万円

4億64百万円

[10事業] 23億円

　地域経済の早期回復を図るため、観光誘客や県産品の地産地消・応援消費を促進すると
ともに、地域の文化・芸術活動の再開を支援するなど地域の活性化を推進する。

3億38百万円

1億52百万円
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(1) デジタル・ガバメントの推進

行政手続オンライン化推進事業

自治体ＤＸサポート事業

防災情報システムのデジタル強靱化事業

等

(2) 産業のデジタル化の推進

みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進実装支援事業

デジタル社会に対応した食のビジネスモデル構築事業

みやざき農業ＤＸスタートアップ事業

等

(3) デジタル人材の育成・確保

みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進事業 （※人材育成分）

商工会DX推進事業

みやざきＩＣＴ産業人材スカウト事業

等

(1) 普及啓発・モデルケースによる実証等の推進

2050年ゼロカーボン社会づくりプロモーション事業

県有施設ゼロカーボン化推進モデル事業

持続可能なみやざきづくりを実現する環境教育推進事業

等

(2) 産業のゼロカーボン化の推進

企業の災害対応力強化・ゼロカーボン化促進事業

持続可能なみやざきグリーン農業構築事業

未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業

等

(3) 森林吸収源としての森林整備（公共事業等） [32事業] 92億6百万円

7億82百万円

24百万円

44百万円

3億18百万円

10百万円

98百万円

[12事業]

[16事業]

[15事業]

3億15百万円

2億80百万円

[9事業]

[14事業]

4百万円

10百万円

10百万円

3百万円

19百万円

25百万円

3百万円

　「２０５０年ゼロカーボン社会」の実現に向けて、農林水産業をはじめとする産業のグリーン
化・ゼロカーボン化の取組を支援するとともに、県民の気運醸成に向け、普及啓発やモデル実証
を推進する。

　２　ゼロカーボン社会づくりの推進 [55事業]

1億11百万円

47百万円

24百万円

デジタル変革（ＤＸ）・ゼロカーボン社会づくり

　１　デジタル変革(ＤＸ)の推進 [43事業] 13億78百万円

96億23百万円

　行政手続のオンライン化などにより、県民の利便性向上や県業務の効率化を推進するとともに､
事業者のＩＣＴ技術導入やデジタル人材育成による県内産業のＤＸ（デジタル・トランスフォーメー
ション）を促進する。

13百万円

15百万円
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１　事業規模 149事業 70億30百万円

２　基金活用事業

○　合計 （基金充当額　9億53百万円）

・新規・改善事業 （基金充当額　1億77百万円）

・継続事業 （基金充当額　7億77百万円）

〈新規・改善事業〉

地域移動手段確保支援事業

フードビジネス推進基盤強化事業

デジタル時代における産業人財育成事業

フレフレハレ晴れ！ひなたの結婚応援事業

県・市町村少子化対策連携事業

中・高校生の県内就職促進事業

外国人材受入支援事業

外国人材受入環境整備事業

農業外国人材確保定着促進事業

みやざきで働こう！高校生県内就職促進事業

〈主な継続事業〉

わくわくひなた暮らし実現応援事業

大学を中心とした産業人財育成拠点構築事業

不妊治療支援環境づくり事業

働きやすい保育所等づくり緊急応援事業

女性・高齢者就業支援事業
等

 ＜参考＞ ○基金事業以外の人口減少対策事業

39百万円

6百万円

53百万円

32百万円

（合計） 91事業 54億92百万円

1億81百万円

44百万円

9百万円

46百万円

8百万円

37百万円

10百万円

人口減少対策の強化

　人口減少によって生じる課題を克服し、将来にわたって活力が維持される地域づくりを進
めるため、｢人口減少対策基金｣（基金総額：３０億円、事業期間：令和元～４年度）等を活
用し、社会減・自然減対策による人口減少の抑制や、本県の未来を支える人財の育成・確保
に関する取組を強化する。

58事業 15億39百万円

10事業 2億76百万円

48事業 12億62百万円

8百万円

42百万円

20百万円

53百万円
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　１　防災・減災、国土強靱化対策 232億32百万円

※令和３年度１月補正予算との合計

■ 大規模地震への備え

○木造建築物等地震対策加速化支援事業 45百万円

＜参考＞　国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の内容

１ 激甚化する風水害や切迫する大規模地震等への対策 １２.３兆円程度

２ 予防保全型インフラメンテナンスへの転換に向けた老朽化対策 ２.７兆円程度

３ 国土強靱化に関する施策を効率的に進めるためのデジタル化等の推進 ０.２兆円程度

（事業規模：おおむね１５兆円程度を目途）

　２　県民の安全・安心のための基盤づくり [4事業] 81百万円

(1) 治安・防災上の重要拠点となる警察署の再整備

警察署建替調査事業 3百万円

※現時点の総事業費の見込み（概算） 60～70億円

（R4～R12）

(2) 災害へ備えるための基盤整備 [3事業] 78百万円

防災情報システムのデジタル強靱化事業 24百万円

災害対応車両整備事業 53百万円

防災救急ヘリコプター機体更新調査事業 1百万円

　治安・防災上の重要拠点である警察署のうち、老朽化が進む都城・高岡警察署の再整備
に着手するとともに、災害に備えるためのシステム・機材等の整備に取り組む。

安全・安心な県土づくり

　国の「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」（令和２年12月閣議決定）
に基づき、県土の強靱化を重点的・集中的に推進するため、令和３年度１月補正予算と
一体的に予算を計上。

　市町村と連携し、木造住宅の改修工事に係るアドバイザーの派遣や耐震診断、耐震
改修工事、危険ブロック塀の除去などを支援

補　助 直　轄 県　単 計

 令和４年度当初 － － 70億円 70億円 

 令和３年度１月補正 147億円 15億円 － 162億円 

合　　計 147億円 15億円 70億円 232億円 

予算計上時期
予算額

- 18 -



[8事業]

(1) 広域的なバス路線の最適化・再構築に向けた取組

宮崎県バスネットワーク最適化支援基金積立金

＜基金事業期間：令和４年度～８年度＞

＜基金活用事業＞ 宮崎県バスネットワーク最適化支援事業
（※　うち一部財源に国庫支出金を活用）

(2) 地域公共交通の維持対策

○バス路線運行維持対策事業

○持続可能な地域交通ネットワーク構築のための総合対策事業

地域移動手段確保支援事業

等

　２　長距離フェリー航路の新船就航を契機とした交通･物流網の強化 [4事業]

宮崎県中小企業高度化資金貸付事業　（※特別会計の事業費を含む）

船旅の新たな魅力開発・発信支援事業

公共交通・物流需要回復プロジェクト事業　（※うち海上輸送分）

○長距離フェリー下り荷確保支援事業

[21事業]

(1) 国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会への準備

○競技施設・練習環境の整備（４事業）

○競技力向上に向けた取組（16事業）

(2) 屋外型トレーニングセンターの整備によるスポーツキャンプ・合宿の誘致促進

屋外型トレーニングセンター整備事業　（※２月補正予算で計上） ）

スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業 46百万円

本県の新たな発展に向けた土台づくり

　１　持続可能な地域交通ネットワークの構築 21億88百万円

　利用者数の減少により､路線維持が困難となっている広域的なバス路線について､県・市町村・
交通事業者が一体となって最適化を図るため、令和８年度までの５年間で１５億円規模の財源を
確保することにより、持続可能な地域交通ネットワークの構築に集中的に取り組む。

77億86百万円

40億円

6百万円

（ 18億51百万円

3億　4百万円

　長距離フェリー航路の新船就航を契機として､本県交通･物流網の安定･強化と新たな旅客需要
の創出を図る｡

21百万円

1億19百万円

8百万円

3億81百万円

　令和９年度の国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催に向けて、施設整備や競技力向
上を着実に推進するとともに、屋外型トレーニングセンターの整備を契機とするスポーツランド
みやざきの全県展開・充実を図る。

41億46百万円

　３　スポーツランドみやざきの新たな拠点づくり

13億円

2億25百万円

28百万円

74億36百万円
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＜参考＞

□

□

□

（単位：億円）

令和４年度 令和３年度
対前年度
増 減 率

1,075,964 1,066,097 0.9%

歳入のうち 652,350 574,480 13.6%

369,260 435,970 ▲15.3%

歳出のうち 837,166 833,744 0.4%

362,735 358,343 1.2%

158,825 159,489 ▲0.4%

 ※ 令和３年度の社会保障関係費は、令和４年度予算との比較対照のため、組替えをしてある

□

□

□

（単位：億円）

令和４年度 令和３年度
対前年度
増 減 率

905,900 898,060 0.9%

歳入のうち 638,635 633,577 0.8%

180,538 174,385 3.5%

17,805 54,796 ▲67.5%

198,343 229,181 ▲13.5%

歳出のうち 758,800 754,043 0.6%

414,400 408,824 1.4%

119,800 119,273 0.4%

地 方 一 般 歳 出

公 債 金

一 般 財 源 総 額

通 常 収 支 分

区　　　　　　　　分

基 礎 的 財 政 収 支 対 象 経 費

一 般 会 計

税 収

　社会保障関係費は､実質的な伸びを高齢化による増加分におさめるという方針を達成しつ
つ､看護・介護・保育等の処遇改善と不妊治療の保険適用を実現し､３６兆２，７３５億円､
対前年度比１.２％増

　地方交付税交付金等は１５兆８，８２５億円、対前年度比０.４％減

　地方交付税等の一般財源総額について、水準超経費を除く交付団体ベースで令和３年度を
２００億円上回る額を確保

　国の予算　

　地方財政計画　

　令和３年度補正予算と一体として、新型コロナ対策に万全を期しつつ、「成長と分配の好
循環」による「新しい資本主義」の実現を図るための予算として編成され、一般会計歳出は
１０７兆５,９６４億円、対前年度比０.９％増

投 資 的 経 費

う ち 社 会 保 障 関 係 費

う ち 地 方 交 付 税 交 付 金 等

区　　　　　　　　分

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

地方交付税＋臨時財政対策債

　折半対象財源不足が解消し､臨時財政対策債の発行を令和３年度比で３.７兆円減と大幅に
抑制したことで、令和４年度末残高見込みは２.１兆円縮減され、５３.２兆円となる見通し

　「公共施設等適正管理推進事業費」について、「脱炭素化事業」を追加し、事業費を
１，０００億円増額するとともに、「長寿命化事業」の対象に空港施設やダムを追加した
上で、事業期間を５年間延長

一 般 行 政 経 費
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２ 令和４年度重点施策

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

① 感染症に強い医療提供体制の充実

② 県民生活や地域経済の早期回復

③ 変化を実感できるデジタル化の推進

④ ゼロカーボン社会づくりの推進

⑤ 宮崎ならではの魅力向上と情報発信の強化

(2) 人口減少対策の取組強化

① 少子化対策の着実な推進と次代を創る子どもたちの育成

② 未来を支える産業人財の育成・確保

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり

① 強靭な県土づくりの着実な推進

② 持続可能な魅力ある地域づくりの推進
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

①　感染症に強い医療提供体制の充実

予算額
（千円）

ページ

◎新型コロナ感染拡大防止対策 885,838 26

○受診・健康相談支援事業 (157,003) 26

○ＰＣＲ検査体制等強化事業 (728,835) 26

◎医療提供体制強化 26

○医療提供体制強化事業 26

○軽症者等宿泊療養施設運営事業 26

○新型コロナウイルス感染症患者転院受入支援事業 (30,000) 27

○自宅療養者に対する健康観察体制確保事業 (442,865) 27

○新型コロナウイルス外来診療受入医療機関支援事業 (118,350) 27

○新型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業 (89,764) 27

○新型コロナウイルスワクチン接種緊急支援事業 27

看護人材獲得支援事業 18,987 27

医師修学資金貸与事業 207,660 28

②　県民生活や地域経済の早期回復

予算額
（千円）

ページ

公共交通・物流需要回復プロジェクト事業 338,150 29

○みやざきの地域鉄道利用促進強化事業 11,454 29

みやざきフードビジネス多角化支援事業 27,000 30

文化で紡ぐ地域活力の再興応援事業 152,333 30

ひきこもり実態把握・情報発信事業 9,814 31

中小企業金融対策費 32

中小企業経営改善計画策定緊急支援事業 11,500 33

販路開拓等事業者支援事業 31,500 33

地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業 68,888 34

(1,985,316)

42,005,826

(14,990,550)

19,617,341

(1,960,496)
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

予算額
（千円）

ページ

地域中小企業等新事業展開支援事業 130,000 35

ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業 187,286 35

○企業立地促進補助金 942,760 36

県産品需要回復支援事業 84,684 36

オールみやざき海外販路回復支援事業 71,117 37

稲作経営基盤強化対策事業 150,000 38

チョウザメ養殖経営安定対策事業 4,253 38

かつお・まぐろ漁業安全確保支援事業 125,000 39

肉豚生産基盤強化緊急支援事業 100,000 39

みやざき牛乳生産基盤維持・消費回復応援事業 72,000 40

③　変化を実感できるデジタル化の推進

予算額
（千円）

ページ

みやざきDXさきがけプロジェクト推進事業 59,800 41

みやざきDXさきがけプロジェクト推進実装支援事業 110,977 41

デジタル社会に対応した食のビジネスモデル構築事業 46,720 42

行政手続オンライン化推進事業 13,360 42

自治体ＤＸサポート事業 15,000 43

ＩＣＴ活用による業務効率化推進事業 88,260 43

商工会ＤＸ推進事業 3,665 44

ものづくり産業ICT人材育成等支援事業 5,346 44

ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業 307,784 45

みやざき農業ＤＸスタートアップ事業 9,733 46

地域と産み出す次世代型農業参入連携構築事業 4,788 46

みやざきの優良種苗供給体制構築事業 5,615 47
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

④　ゼロカーボン社会づくりの推進

予算額
（千円）

ページ

2050年ゼロカーボン社会づくりプロモーション事業 10,010 48

企業の災害対応力強化・ゼロカーボン化促進事業 25,000 48

県有施設ゼロカーボン化推進モデル事業 2,886 49

森林産業イノベーション人材創出モデル事業 10,000 50

森林循環マネジメント調査事業 10,000 50

新たな森林調査システム検証事業 15,500 51

成長に優れたコンテナ苗供給体制整備事業 21,520 52

水を貯え、災害に強い森林づくり事業 161,354 53

流木抑制等バイオマス活用促進事業 26,850 54

都市との連携による「みやざき材」利活用推進事業 5,305 55

みやざきWOOD・LOVE推進事業 25,505 55

みやざき材を魅せる「空間・人」づくり事業 8,988 56

○みやざきスギ快適空間創出事業 85,000 56

持続可能なみやざきグリーン農業構築事業 44,186 57

脱炭素をめざす省エネ型施設園芸設備導入推進事業 14,500 58

持続可能な茶生産をめざす産地再生支援事業 48,927 59

養殖グリーン成長戦略推進事業 10,182 60

未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業 23,812 61

⑤　宮崎ならではの魅力向上と情報発信の強化

予算額
（千円）

ページ

○戦略的広報強化推進事業 7,466 62

船旅の新たな魅力開発・発信支援事業 5,864 62
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

予算額
（千円）

ページ

◎文化の輪が広がるみやざきづくりの推進 54,091 63

みんなが繋がる　ひなたの文化活動推進事業 (39,573) 63

○「アーツカウンシルみやざき」機能拡充事業 (10,662) 63

障がい者芸術文化普及支援事業 (3,856) 64

○国民スポーツ大会事業 65

みんなで参加！パラスポーツステップアップ事業 8,000 66

全国障害者スポーツ大会練習環境整備事業 16,100 66

○自然公園利用拠点整備・魅力発信事業 87,644 67

○ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業 50,249 68

ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業 69

○神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業 11,336 70

ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業 20,820 70

スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業 46,175 71

県産品販路全国展開推進事業 22,949 72

県民総参加！ひなたプロモーション事業 42,861 73

○みやざき加工食品海外販路拡大支援事業 19,702 74

みやざきSHOCHU輸出促進事業 29,826 75

○宮崎県人会世界大会開催準備事業 12,000 76

○県産農畜水産物応援消費推進事業 463,500 77

信頼と情熱を未来につなぐ新たなブランド対策推進事業 13,500 78

みやざきローカルフードプロジェクト（ＬＦＰ）強化事業 49,300 79

○２０２２全国和牛能力共進会対策事業 33,494 80

宮崎ブランドポーク販売促進加速化事業 4,127 81

県産牛肉販売促進総合対策事業 26,600 81

◎天皇杯獲得を目指した競技力向上対策 82

ふるさとの宝を未来へつなぐ　文化財情報整備事業 2,426 84

5,838,172

1,065,158

1,938,462
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◎新型コロナ感染症対策

○新型コロナ感染拡大防止対策（健康増進課）

１ 事業の目的・概要

新型コロナの感染拡大を防止するため、受診・相談センターの運営とともに、地域外来

・検査センターの運営やＰＣＲ検査機器の購入補助等、検査体制の充実を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８８５，８３８千円

(2) 財 源 国庫：５４０，２３８千円（うち臨時交付金７３，３２３千円、包括交付

金１４７，２９９千円）

一般財源：３１９，６１６千円

雑入（受診・相談センター運営費）：２５，９８４千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①②、医療機関等②

(5) 事業内容

① 受診・健康相談支援事業（１５７，００３千円）

受診・相談センターの運営委託、保健所の電話対応

② ＰＣＲ検査体制等強化事業（７２８，８３５千円）

濃厚接触者の健康調査、ＰＣＲ行政検査、ＰＣＲ検査保険適用に伴う自己負担分の

公費負担、地域外来・検査センター運営費、ＰＣＲ検査機器の購入補助

３ 事業の効果

新型コロナに関する受診や健康状態についての相談が受けられる体制を確保することに

より県民の不安解消を図るとともに、ＰＣＲ検査体制を充実することにより新型コロナの

感染拡大を防止することができる。

○医療提供体制強化（健康増進課）

１ 事業の目的・概要

新型コロナ感染症患者の入院受入病床や宿泊療養施設を確保するとともに、自宅療養者

の健康観察体制を確保することにより、医療提供体制の強化及び感染者の療養のための体

制の強化を図る。

また、新型コロナウイルスワクチンの円滑な接種に必要な接種体制や相談体制を整備す

る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １９，６１７，３４１千円

(2) 財 源 国庫：１９，４９８，０８９千円（うち臨時交付金３５９，３１４千円、

包括交付金１９，０４９，０１１千円）

雑入（新型コロナウイルスワクチン接種費）：１１９，２５２千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 医療機関等①③⑤、県②④⑥⑦

(5) 事業内容

① 医療提供体制強化事業（１４，９９０，５５０千円）

感染患者受入病床の確保、患者と接する医療従事者への支援等

② 軽症者等宿泊療養施設運営事業（１，９６０，４９６千円）

軽症者等宿泊療養施設、重症化予防センターの運営

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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③ 新型コロナウイルス感染症患者転院受入支援事業（３０，０００千円）

国の退院基準を満たした回復期以降も引き続き入院が必要な患者の転院を受け入れ

る医療機関への支援

④ 自宅療養者に対する健康観察体制確保事業（４４２，８６５千円）

医師や看護師の電話や訪問による健康観察、食料や生活用品の支援、携帯型分娩監

視装置の導入支援

⑤ 新型コロナウイルス外来診療受入医療機関支援事業（１１８，３５０千円）

症状が悪化した自宅・宿泊療養者の外来診療を行う医療機関への支援

⑥ 新型コロナウイルスワクチン接種に係る啓発相談事業（８９，７６４千円）

医療従事者等への接種体制の確保、専門的相談体制の確保や効率的な接種を行うた

めの県民への情報提供の実施

⑦ 新型コロナウイルスワクチン接種緊急支援事業（１，９８５，３１６千円）

個別接種に協力する医療機関への協力金等

３ 事業の効果

入院受入病床の確保等により、医療提供体制を強化することができるとともに、ワクチ

ン接種に係る接種体制・相談体制の確立により、感染拡大防止が図られる。

○改看護人材獲得支援事業

医療薬務課

１ 事業の目的・背景

看護人材の安定的な確保を図るため、医療機関の求人・求職のマッチングや相談体制を

強化するとともに、院内の教育研修体制の整備や認定看護師等の資格取得に向けた派遣

研修等の経費を支援することにより、看護人材の確保と定着を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １８，９８７千円

(2) 財 源 地域医療介護総合確保基金

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①、医療機関②③

(5) 事業内容

① 看護人材獲得支援員設置事業

看護マネジメント等の経験を持つ支援員による医療機関に対する相談体制の強化

② 院内教育体制整備支援事業（補助率 １／２以内）

キャリアアップ教育研修体制を整備するため、外部講師の招聘等に係る経費を補助

③ 認定看護師等研修派遣支援事業（補助率 １／３以内）

認定看護師、専門看護師、特定行為研修の教育課程に職員を派遣する経費を補助

３ 事業の効果

医療機関における求人・求職のマッチングが促進されるとともに、院内の教育研修体制

や働きやすい職場環境が整備されることで、看護人材の確保と定着が図られる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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○改医師修学資金貸与事業

医療薬務課

１ 事業の目的・背景

地域医療を担う医師の育成及び確保を図るため、将来医師として県内の医療機関に従事

しようとする医学生に対し、修学資金を貸与する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２０７，６６０千円

(2) 財 源 地域医療介護総合確保基金：１２９，４４４千円

一般財源：７８，２１６千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 対象者

将来医師として、県内の医療機関に従事しようとする医学生

・ 宮崎大学医学部地域枠Ａ･Ｂ･Ｃ ４０名（拡充）

・ 長崎大学医学部宮崎県枠 ２名

・ 上記以外の希望者 ４名

・ その他、宮崎大学医学部地域枠在学生の希望者及び地域特別枠等の継続貸与者

② 貸与額

入学金相当額：２８２千円(入学時のみ) 月額：１００千円（最大６年間）

③ 返還の免除

医師免許取得後、「宮崎県キャリア形成プログラム」の適用を受け、貸与期間の２

分の３に相当する期間、県が指定する医療機関等に勤務した場合。

※「宮崎県キャリア形成プログラム」とは、医師の確保と能力開発・向上の両立を

目的に医師免許取得後、県内で９年間（うち医師少数区域等で４年間）勤務する

プログラム。

３ 事業の効果

令和４年度より拡充される宮崎大学医学部地域枠の全員に修学資金を貸与し、「宮崎県

キャリア形成プログラム」を適用することで、本県の地域医療を担う医師のさらなる育成

・確保、偏在解消が図られる。

地域枠Ａ １０人
・県内の高校卒業者(現役のみ)

地域枠Ｂ １５人
・県内の高校卒業者(既卒２年目まで)

地域枠Ｃ(日本のひなた枠）１５人
・県内含む全国の高校卒業者

(既卒２年目まで)

令和４年度以降【全員に貸与】
地域枠 １０人
・県内の高校卒業者（現役のみ）

地域特別枠 １５人（←貸与）
・県内の高校卒業者（既卒１年目まで）
・全国の高校卒業者（現役のみ）
※ただし、県内出身者

従前【地域特別枠に貸与】 キ
ャ
リ
ア
形
成
プ
ロ
グ
ラ
ム
適
用

宮崎大学医学部地域枠の
拡充にあわせ全員へ貸与

宮崎大学医学部地域枠の拡充
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○改公共交通・物流需要回復プロジェクト事業
総合交通課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響を受け、落ち込んでいる公共交通・物流の需要回復を図るため、交通・

物流事業者と連携し、ポストコロナを見据えた利用促進等に取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３３８，１５０千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 交通事業者等①～③、物流事業者④、宮崎空港振興協議会⑤

(5) 事業内容

① バス事業者が行う高速バスの運賃キャッシュバック等に対する支援

（補助率 定額）

② 鉄道事業者等が行う企画乗車券造成等に対する支援（補助率 定額）

③ 長距離フェリー運航会社が行う旅客利用促進事業に対する支援（補助率 定額）

④ 県内に本社のある船社が行う県内発トラック等の利用促進事業に対する支援

（補助率 定額）

⑤ 宮崎空港振興協議会が行う航空各社と連携した県民利用促進事業に対する支援

（補助率 定額）

３ 事業の効果

交通機関ごとにポストコロナを見据えた利用促進等に取り組むことで、コロナで落ち込

んだ交通・物流需要の回復が図られ、公共交通・物流網の維持に繋がる。

みやざきの地域鉄道利用促進強化事業

総合交通課

１ 事業の目的・背景

人口減少や新型コロナ感染拡大により、利用者が減少している鉄道の利用促進を図るた

め、利用促進に取り組む団体等への支援を行い、県内鉄道網の維持・存続に取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，４５４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 ＪＲ日南線利用促進連絡協議会、ＪＲ吉都線利用促進協議会等①

宮崎県鉄道整備促進期成同盟会②

(5) 事業内容

① 日南線及び吉都線の活性化や利用促進のための事業を実施する団体に対する支援

（補助率 １／２以内）

② 観光列車を活用した利用促進（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

地域住民等が実際に乗ることにより、移動手段として再認識され、日常利用に繋げてい

くことで、利用者が増加し、県内鉄道網の維持・存続が図られる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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○改みやざきフードビジネス多角化支援事業
産業政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により影響を受けた食品製造業や飲食業等の事業者向けの商品開発や生産性向

上に係る研修を行い、専門家による伴走支援体制のもとで業態の多角化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２７，０００千円

(2) 財 源 国庫：２４，３００千円 一般財源：２，７００千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 新たな需要に応じた商品開発・生産性向上支援研修

新商品開発や生産性向上研修（ひなたＭＢＡ（フードビジネス部門））を実施

② 商品開発・生産性向上伴走支援

受講者を対象に業態の多角化に向けた専門家による伴走支援を実施

③ みやざきフードアワード開催事業

上記①及び②の取組によって開発した商品の成果発表の場として、食のコンテスト

「みやざきフードアワード」を開催

３ 事業の効果

商品開発・生産性向上に関する伴走支援を組み合わせた実践的な研修等を通じ、事業者

の業態の多角化を支援することで、事業者の新たな収益の柱の確保が図られる。

○新文化で紡ぐ地域活力の再興応援事業

みやざき文化振興課

１ 事業の目的・背景

長引くコロナ禍により、各地域に根付いた伝統行事等も相次いで中止となるなど、地域

活力が低下し地域文化の継承も危機的な状況にあることから、活動再開に向けた取組や国

文祭・芸文祭事業の再実施への支援「国文祭再チャレンジ事業」を行うとともに、地域文

化の魅力を広く発信し将来への継承はもとより関係人口増や観光需要の回復に繋げる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １５２，３３３千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県②、市町村①

(5) 事業内容

① 市町村を通じた地域文化の活動再開に向けた支援

・ 地域において継続的に実施されてきたが中止･縮小となった祭り等の催しの再興

に必要となる取組（補助率 １／２以内）

・ 国文祭･芸文祭のために新規に企画･創作され実施される予定であったが中止とな

った市町村事業の実施（補助率 ２／３以内）

② 地域文化の魅力を発信する動画の制作・既存コンテンツの多言語化

３ 事業の効果

地域文化の継承や地域コミュニティの回復、ひいては、地域活力の再興に繋がる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新ひきこもり実態把握・情報発信事業
障がい福祉課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響等によるひきこもり本人の実態や求められている支援策などを把握する

ための調査を行う。

また、調査の際、各種相談窓口や家族教室等のさまざまな支援策について情報発信を行

う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９，８１４千円

(2) 財 源 国庫（うち臨時交付金２，４５４千円）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 民生委員・児童委員を対象とした実態把握調査、本人や家族等を対象とした支援ニ

ーズ調査の実施

② 県や市町村等が実施しているさまざまな支援策の情報発信

３ 事業の効果

県内のひきこもりの実態や支援ニーズを的確に把握することにより、支援策のさらなる

充実を図ることができる。

また、本人や家族のほか多くの方々に幅広い情報発信を行うことにより適切な支援につ

なげるとともに、地域・社会全体におけるひきこもりへの理解促進を図ることができる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改中小企業金融対策費
商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景

厳しい経営環境にある企業や新事業に積極的に取り組む企業に対し、長期・固定・低利

の事業資金を安定的かつ円滑に供給することにより、中小企業の活性化と経営の安定化を

図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４２，００５，８２６千円

(2) 財 源 中小企業融資制度貸付金の元利償還金：４０，０００，０００千円

国庫：１，３４２，５６８千円

新型コロナウイルス感染症対策利子補給等基金：４２０，３５８千円

一般財源：２４２，９００千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 中小企業融資制度貸付金

県融資制度の運用に必要な原資の一部を金融機関に預託

（令和４年度当初予算で創設する貸付）

・「経営支援・災害対策貸付（伴走支援型）」

経営行動計画を策定し、金融機関の継続的な伴走型での支援を受ける中小企

業の資金繰りを支援

・「みやざき成長産業育成貸付（デジタル化推進）」

新型コロナウイルス感染症に伴う社会情勢の変化に対応するため、デジタル

化に取り組む中小企業の資金繰りを支援

② 中小企業金融円滑化補助金

信用保証制度基準保証料と県融資制度保証料との差額分を信用保証協会に補助

③ 信用保証協会損失補償金

信用保証協会が代位弁済した額から保険金等を差し引いた額の１／２相当分を補償

④ 中小企業融資制度利子補給

新型コロナウイルス感染症対応資金に係る事業者への利子補給

３ 事業の効果

資金需要に応じた金融支援により、県内経済の更なる活性化や雇用の維持・拡大が図ら

れる。

利子補給委託

補
助
金

補助金補助金

中小企業者県
金融機関

中小機構 国

信用保証協会

全国信用保証
協会連合会

原資預託

保証料補助・損失補償

信用保証

保証料補助

利子補給

融資

元利金返済
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新中小企業経営改善計画策定緊急支援事業
商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響を受ける県内中小企業の経営改善を図るため、宮崎県経営改善支援セン

ターの支援により、経営改善に向けたアクションプランや資金調達などを目的とする「経

営改善計画」の策定に取り組む中小企業を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，５００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 民間事業者

(5) 事業内容

① 経営改善計画策定に要する経費の一部を支援

（補助率 １／６以内又は１／３以内、上限２０万円又は４０万円）

② 早期経営改善計画策定に要する経費の一部を支援

（補助率 １／３以内、上限１０万円）

３ 事業の効果

中小企業の経営改善計画策定の負担が軽減され、早期に計画策定に取り組むことで経営

の安定化が図られる。

○新販路開拓等事業者支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

小規模事業者の販路開拓等を後押しするために商工会議所等が行う取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３１，５００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （一社）宮崎県商工会議所連合会及び宮崎県商工会連合会

(5) 事業内容

商工会議所等が実施する商談会や展示会、セミナー等を支援（補助率 定額）

３ 事業の効果

商工会議所等の取組を支援することにより小規模事業者の販路開拓等が推進され、地域

経済の維持・発展につながる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改地域産業技術開発促進・新事業創出推進事業
企業振興課

１ 事業の目的・背景

県内企業が持つ技術の特長を最大限に活かした新規事業の創出を推進するため、技術に

基づく事業戦略策定や新製品の研究開発等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ６８，８８８千円

(2) 財 源 国庫：１６，４９８千円 産業廃棄物税基金：２３，９４２千円

一般財源：２８，４４８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②、民間企業等③、（公財）宮崎県産業振興機構④

(5) 事業内容

① 技術マーケティング等の支援

専門家によるセミナーやアドバイス等により、県内企業が持つ技術の優位性検証や

展開先の探索等の技術マーケティング、事業戦略策定等を支援

② 新事業創出に向けた伴走支援

コーディネーター等の派遣により、企業の新たな事業創出等を伴走支援

③ 新製品・新技術の研究開発支援（補助率 ２／３以内ほか）

産学官グループ等による可能性調査及び研究開発等を支援

④ 環境イノベーション支援事業

・ 産学官グループ等が行う環境リサイクル関連の新製品・新技術の研究開発を支援

（間接補助率 １０／１０以内）

・ コーディネーター派遣により、事業マッチングや開発製品販路開拓を支援

３ 事業の効果

産学官共同研究等による新製品・新技術の開発を支援することにより、付加価値の高い

新規事業の創出による県内ものづくり企業の成長が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改地域中小企業等新事業展開支援事業
企業振興課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍における市場ニーズの変化への対応やポストコロナを見据えた新たなビジネス

モデルの構築を図るため、新分野進出や新事業展開などに取り組む県内事業者を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １３０，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （公財）宮崎県産業振興機構

(5) 事業内容

県内中小企業等が行う新事業展開や新分野進出等の取組を支援

（間接補助率 ２／３以内、補助上限額 ３，０００千円）

３ 事業の効果

コロナ禍からの復興に向けた県内企業の取組が加速し、新たな成長に向けた事業が創出

されることにより、地域経済の活性化が図られる。

○新ポストコロナを見据えた食品製造業支援事業

企業振興課 食品・メディカル産業推進室

１ 事業の目的・背景

ポストコロナを見据え、食品製造業の生産を回復し売上げ増加につなげていくため、製

造現場における衛生管理等の課題解決や付加価値の高い食品開発を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １８７，２８６千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①③④⑤、食品製造事業者②

(5) 事業内容

① 課題抽出と解決を目的とした専門家派遣・セミナーの開催

② 課題解決のための第三者認証取得や機械・装置導入等を支援

（補助率 １／２以内）

③ 従業員のレベル向上・企業間連携の促進を目的とした専門家による研修・実演等の

実施

④ 一次加工され未使用となっている農産物等の活用を目的とした商談・マッチング会

の開催

⑤ 県食品開発センターの県内企業支援体制整備

３ 事業の効果

食品加工場の衛生面や製造工程等の様々な課題を解決することで、生産性向上や取引拡

大につながる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

企業立地促進補助金
企業立地課

１ 事業の目的・背景

企業の本県への投資を促し、雇用の場を創出するため、工場建設等の初期投資や新規県

内雇用者数等に応じた支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９４２，７６０千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 実施主体 民間企業

(4) 事業内容

① 企業立地促進補助金

立地に係る初期投資や新規県内雇用者数等に応じて支援

② 立地企業スタートアップ支援事業補助金

県外からの進出前後に必要となる新規県内雇用者の確保・育成に要した経費を支援

③ 企業立地支援事業サポート補助金

立地企業の用に供するため、新たに貸工場等の建物の整備を行う者に対して、その

整備に要した経費を支援

３ 事業の効果

企業立地の支援を行うことにより、地域経済の振興と雇用の拡大、産業構造の高度化な

ど本県経済に大きく寄与することが期待される。

○新県産品需要回復支援事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により商談減少等の影響を受けた県産品の需要を回復するため、県外バイヤー

等を対象とした商談会や県外での県産品ＰＲイベント等を開催する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８４，６８４千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 県外バイヤーを県内に招聘する商談会の開催

② 全国のバイヤーとの商談に活用する県産品データベースの構築

③ インフルエンサーを対象とした酒蔵ツーリズムによる県産酒等の魅力発信

④ 大手百貨店やアンテナショップを活用した県産品ＰＲイベント・フェアの展開

３ 事業の効果

県産品の認知度が向上し、新たな販路が開拓されることで需要回復が図られる。

- 36 -



(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新オールみやざき海外販路回復支援事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

長期化するコロナ禍により停滞・減速している海外との経済交流・観光交流を回復する

ため、海外現地にて県産品販売や観光誘客プロモーションを実施する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７１，１１７千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① オールみやざきプロモーション

香港、台湾、シンガポールを中心に、海外現地において、県産品販売や観光誘客プ

ロモーションを実施するとともに、トップセールス等により現地関係者とのネットワ

ークを強化

② 現地キーマンの招へい

現地バイヤーやインフルエンサー等を本県に招へいし、産地訪問や求評会等を実施

３ 事業の効果

コロナ禍により需要が落ち込んだ県産品の輸出拡大やインバウンドの引戻し等を図り、

県内産業の早期回復に資することができる。

シンガポールでの県産品フェア 産地訪問の様子
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新稲作経営基盤強化対策事業
農産園芸課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍による米価下落の影響を受けた生産者が、営農継続に対する不安を払拭し、希

望を持って米づくりを継続できるよう、経営規模の拡大や基幹作業の受託に取り組む経営

体等に対し、農業機械・機器の導入を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １５０，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 営農集団、受託組織、種子生産組合等

(5) 事業内容

水稲の基幹作業（播種、移植、防除、収穫、乾燥調製等）に必要な機械・機器の導入

支援（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

水田農業の持続的発展に向け、担い手を核とした地域農業の生産基盤が強化される。

○新チョウザメ養殖経営安定対策事業

水産政策課

１ 事業の目的・背景

本県キャビア産業を支えるチョウザメ養殖業者の経営安定を図るため、養殖業者が連携

した経営合理化に係る取組を支援するとともに、チョウザメ種苗の安定的な生産供給を行

い、養殖業者の経営基盤の強化を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，２５３千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 養殖グループ①、県②

(5) 事業内容

① 養殖経営合理化促進事業（補助率 １／２以内）

養殖業者が連携した経営合理化に係る取組を支援

② チョウザメ種苗供給事業

チョウザメ種苗の安定的な生産供給

３ 事業の効果

養殖業者の経営力の強化を図り、日本一を誇る本県キャビア産業のさらなる成長産業化

に繋げることができる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新かつお・まぐろ漁業安全確保支援事業
漁業管理課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響を特に大きく受けているかつお・まぐろ漁業者に対して、船体や機関の

整備、機関部配電設備の修繕や航行機器の修繕等漁船の整備・修繕に係る費用の一部を

支援することで、「整備・修繕の手控え」の防止による安全性の確保を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １２５，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 漁業団体

(5) 事業内容

かつお・まぐろ漁船の整備・修繕に係る費用（最低修繕費を除く整備費用）の一部を

支援（補助率 １／３以内、上限１００万円）

３ 事業の効果

かつお・まぐろ漁船の整備・修繕に係る費用の一部を支援することで、人命・財産の保

護及び操業機会の逸失防止が図られ、本県の基幹漁業であるかつお・まぐろ漁業のコロナ

禍における経営継続に資する。

○新肉豚生産基盤強化緊急支援事業

畜産振興課

１ 事業の目的・背景

ポストコロナに向け、輸出量拡大や需要回復等を見据えた、県産豚肉の供給体制を維持

するため、生産者が取り組む生産基盤の維持・拡大への取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １００，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 市町村、経済連、農協、各種協議会等

(5) 事業内容

生産者自らが種豚導入等による生産基盤維持の取組を実施した場合の掛かり増し経費

を支援（補助率 １／２以内、上限１００万円）

３ 事業の効果

ポストコロナにおける国内外需要に対応した肉豚生産基盤の維持・強化が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新みやざき牛乳生産基盤維持・消費回復応援事業
畜産振興課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により牛乳乳製品の業務用需要が回復していない中、ポストコロナを見据え、

生産基盤の維持に取り組む酪農家や生乳需要の回復を図るための販路拡大等の取組を支

援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７２，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 経済連①②、乳業メーカー②

(5) 事業内容

① みやざき牛乳生産基盤維持奨励事業（補助率 定額、６千円／頭）

頭数を維持しながら、生産基盤維持の取組を行う酪農家に対し奨励金を交付

② みやざき牛乳消費回復応援事業（補助率 １／２以内）

県産牛乳を活用した商品開発や理解醸成・消費拡大ＰＲ等の取組を支援

３ 事業の効果

危機事象に強い産地が形成されるとともに、短期的な余剰の解消と将来に向けた消費回

復が図られる。
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○新みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進事業
産業政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により大きな影響を受けた諸産業の復興と新たな成長活力の創出を図るため、

県がさきがけてデジタル化による変革（ＤＸ）の啓発や人材育成に向けた支援に取り組む

ことにより、県内のＤＸの創出を促進し、ポストコロナの産業成長につなげる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５９，８００千円

(2) 財 源 国庫：３９，９００千円（うち臨時交付金２０，０００千円）

一般財源：１９，９００千円（新型コロナ宮崎復興応援寄附金）

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進事業

県内産業のデジタル化を支援する経済団体等を対象とした「ＤＸ塾」の実施による

相互のネットワーク構築や意識啓発を図る講演会を開催

② 次世代地域ＩＴ人材育成・確保事業

高校生・大学生向けプログラミング講座やＩＴ企業へのインターンシップの実施

③ ひなたデジタル・イノベーション創出事業

県内企業の経営課題をＩＴ企業が持つノウハウや技術により解決する機会を提供

３ 事業の効果

県内産業のデジタル化に向け、県が旗振り役となり啓発や人材育成を支援することによ

り、ＤＸ創出による産業成長につながる。

○新みやざきＤＸさきがけプロジェクト推進実装支援事業
産業政策課

１ 事業の目的・背景

県内産業のデジタル化を推進するため、地域や産業のデジタル化の好事例となる取組を

支援するとともに、県内事業者がデジタル技術に直接触れる機会を提供する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１０，９７７千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県②、民間事業者①

(5) 事業内容

① みやざきＤＸさきがけプロジェクト実装支援事業（補助率 ２／３以内）

県内でＤＸに取り組む意欲的な事業者のデジタル技術導入に対する支援

② みやざきＤＸさきがけソリューション体験展示会事業

ＡＩやＶＲなどのデジタル技術に触れることができる企業向け展示会の開催

３ 事業の効果

各産業分野で、デジタル化の好事例創出を支援することにより、県内事業者に幅広く展

開されることが期待され、ひいては県内産業のＤＸの土台づくりにつながる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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○新デジタル社会に対応した食のビジネスモデル構築事業
産業政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍で社会のデジタル化が加速する中、食に関する新たなビジネスモデルの確立や

事業者のチャレンジを支援することで、フードビジネス産業の更なる成長を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４６，７２０千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① デジタル技術を活用したみやざきの魅力発信･実証事業

インターネット上と実店舗上での物産展を通じ、イベントの人流や購買状況、売上

動向データ等の分析を行うことで、デジタル時代に最適化された販売手法を確立

② みやざきフード・チャレンジ応援事業

食に関する新たなビジネスにチャレンジする事業者の資金獲得に向けた支援を実施

③ みやざき「食」越境ＥＣ支援事業

インターネット通販サイトを通じた国際的な電子商取引（越境ＥＣ）に取り組む事

業者を対象とした現地専門家による伴走支援の実施

３ 事業の効果

デジタルマーケティングやデータ活用等、デジタル社会に対応した食のビジネスモデル

の確立を通じ、フードビジネス産業の更なる成長につながる。

○改行政手続オンライン化推進事業

情報政策課

１ 事業の目的・背景

ポストコロナを見据え、社会全体のデジタル化を推進していくためには、デジタル・ガ

バメントの構築が重要であり、その一環として、行政手続のオンライン化を推進してい

く。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １３，３６０千円

(2) 財 源 国庫：１２，１０７千円（臨時交付金） 一般財源：１，２５３千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 行政手続オンライン化の推進

県における申請・届出等の手続を対象に、県民視点に立った業務改革を行いなが

ら、書面や押印等を不要とする手続のオンライン化を推進

② デジタル・ガバメントの推進に向けた情報収集等

３ 事業の効果

行政手続のオンライン化を進めることにより、いつでもどこからでも手続が可能となる

など、県民の利便性の向上等が図られる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新自治体ＤＸサポート事業
情報政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍を機に大きく変化しつつあるデジタル化の流れに的確に対応するため、外部人

材の活用により、県及び市町村のデジタル化支援を行うサポート制度を構築する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １５，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

行政、産業、暮らしなど様々な分野でのデジタル化を促進することができる外部デジ

タル人材を確保し、庁内各部局や市町村におけるデジタル化施策の積極的な企画・立案

をサポート

３ 事業の効果

県及び市町村職員が、デジタル技術に関する専門的な知識を持つ外部人材から、適切な

提案や支援を受けることで、各分野におけるデジタル化の更なる推進が図られる。

○改ＩＣＴ活用による業務効率化推進事業

人事課 行政改革推進室

１ 事業の目的・背景

限られた人員・財源の中で、多様化・高度化する行政ニーズに的確に対応し、県民サー

ビスを向上させるため、ＲＰＡやＡＩ等のＩＣＴの活用による業務効率化を全庁的に集中

して実施し、「働き方改革」の一層の推進を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８８，２６０千円

(2) 財 源 国庫：３９，８９５千円（臨時交付金） 一般財源：４８，３６５千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① テレワーク用の機器やシステム等の整備

② ＲＰＡ（※１）やＡＩ－ＯＣＲ（※２）の導入による事務処理のスマート化の推進

③ 会議録作成デジタル化の環境整備 等

３ 事業の効果

業務効率化を図り、相談対応や企画立案等の業務を充実させるとともに、職員が地域に

足を運ぶ機会等を増やし、より地域の実情に応じた施策を講じることができる。

テレワークの推進による出張先等における業務効率化や、災害や緊急時の業務の迅速化

など、県民サービスの向上と職員のワーク・ライフ・バランスの向上が図られる。

※１ RPA：パソコン上で行う情報入力や編集等の定型的作業の自動化

※２ AI-OCR：手書きや印刷された文字をスキャナー等でAI（人口知能）を活用して読み取り、コンピ

ューターで使用できるデジタル文字コードに高精度に変換する技術
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新商工会ＤＸ推進事業
商工政策課

１ 事業の目的・背景

小規模事業者支援の担い手である商工会等が行う経営支援の効率化を図るため、商工会

ＤＸ推進アドバイザーを設置し、ポストコロナを見据えたビジネスモデルの変革等に取り

組む小規模事業者への支援体制を強化する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，６６５千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 宮崎県商工会連合会

(5) 事業内容

① 商工会ＤＸ推進アドバイザーの設置（補助率 定額）

② ワーキンググループの開催等（補助率 定額）

商工会ＤＸ推進アドバイザー及び各圏域を代表する経営指導員（ＤＸ推進員）で構

成されるワーキンググループの開催等を支援

３ 事業の効果

商工会等の経営支援体制が強化され、デジタル化等の取組を進める小規模事業者により

質の高い支援が可能となる。

○改ものづくり産業ＩＣＴ人材育成等支援事業

企業振興課

１ 事業の目的・背景

人口減少社会におけるものづくり企業が生産性を維持・向上させていくため、ＤＸの推

進や業務の省力化・効率化の取組、若者の地元定着や外国人材の活用などの取組に対して

支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，３４６千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 （一社）宮崎県工業会

(5) 事業内容

① 生産性向上や人材育成確保に係る取組への支援（補助率 定額）

ＩＣＴ導入事例紹介セミナーや産学官連携による研究会、企業内ＩＣＴ人材育成講

座等を実施するほか、工業系高校生を対象とした企業説明会や外国人材活用セミナー

を開催

② みやざきテクノフェア開催への支援（補助率 定額）

ＩＣＴをはじめ本県の優れた技術・製品等の展示紹介による県産技術等の利用促進

や受発注拡大促進を図るフェアを開催

３ 事業の効果

企業のＩＣＴ人材の育成・確保等の取組を支援することにより、県内ものづくり産業の

振興を図ることができる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新ものづくり企業等コロナ対策総合支援事業
企業振興課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍におけるデジタル化の加速や非接触型ビジネスの拡大など、経済活動を取り巻

く環境の変化に対応するため、ものづくり企業等が実施する生産性向上やＩＣＴ技術導入

の取組に対して支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３０７，７８４千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県内企業①、（一社）宮崎県情報産業協会②

(5) 事業内容

① ものづくり企業生産設備等改修支援

（補助率 １／２以内、上限２０，０００千円）

県内企業が将来的な事業の新展開を図るために行う生産設備等改修を支援

② ＩＣＴ技術導入支援

（間接補助率 １／２以内、上限５，０００千円）

県内企業等がデジタル化推進のために行う基幹システム構築などの本格的なＩＣＴ

技術導入を支援

３ 事業の効果

コロナ禍の変化に対応する取組を支援し、事業活動の強化やデジタル化推進を実現する

ことにより、地域経済の更なる活性化が図られる。

※ 補助事業例

ピニオン加工機の導入 全自動圧着機の導入
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新みやざき農業ＤＸスタートアップ事業
農業普及技術課

１ 事業の目的・背景

スマート農業の普及・定着に向け、デジタルデータを効果的に活用し、生産性向上を実

現するため、指導人材の育成やデータの活用、民間企業等との連携強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９，７３３千円

(2) 財 源 国庫：４，８６６千円 一般財源：４，８６７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 専門サポート体制構築事業

デジタル技術等の活用に向け、外部専門家で構成する相談窓口を設置し、指導人材

に対する研修等を通した人材育成を実施

② データ分析体制構築事業

施設園芸等におけるデータ活用のための分析ツールの活用や開発を実施

③ 民間連携強化事業

データやロボット等を活用した新たな栽培方式の検証等による県内のモデル事例の

創出

３ 事業の効果

農業現場におけるスマート農業の普及・高度化により生産性向上が図られる。

○改地域と産み出す次世代型農業参入連携構築事業

農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

担い手不足が懸念される本県農業を維持するため、新たな担い手として他産業からの参

入を誘致し、地域と調和した新たな受入体制を構築するとともに、他産業が持つ技術や資

本・ノウハウを本県農業へ導入する仕組みづくりを行い、地域経済の活性化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，７８８千円

(2) 財 源 国庫：２，０５６千円 一般財源：２，７３２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 参入誘致活動強化事業

デジタル技術等を活用した多様な情報発信による誘致活動の強化

② 地域調和体制構築事業

各地域での参入受入体制の構築及びフォローアップ活動の実施、参入マニュアルや

ホームページ等の作成

３ 事業の効果

地域と調和した受入体制を構築することにより、他産業が持つ様々な技術や情報を取り

込みながら、本県農業の新たな担い手を確保することができる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新みやざきの優良種苗供給体制構築事業
農産園芸課

１ 事業の目的・背景

県内育苗業者と産地との連携により優良種苗確保のためのネットワークを整備し、本県

野菜・果樹類の優良種苗の安定供給体制を構築することで、ゆるぎない園芸産地の確立を

図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，６１５千円

(2) 財 源 国庫：１，０００千円 一般財源：４，６１５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①、ＪＡ・営農集団・農地所有適格法人等②

(5) 事業内容

① 優良種苗供給体制構築事業

・ 県内種苗業者等での情報共有を図り、「種苗供給基本方針」を策定

・ 種苗生産上の課題分析と改善に向けたコンサルを実施

② 優良種苗確保産地緊急支援事業（補助率 １／２以内、１／３以内、定額）

・ 種苗供給の省力化、分業化、低コスト化に向けた機械・設備等の支援

・ ライチの優良苗木導入及び母樹育成を支援

３ 事業の効果

優良種苗の供給体制が構築され、種苗生産の効率的分業化や県内生産者への安定的な種

苗供給が行われることにより、本県園芸産地の復興と更なる拡大が図られる。
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◎ゼロカーボン社会づくりの推進
環境森林課

○新２０５０年ゼロカーボン社会づくりプロモーション事業

１ 事業の目的・背景

２０５０年ゼロカーボン社会づくりに向けた訴求効果の高いプロモーションを実施す

ることにより、県民・事業者の気運醸成や行動変容を促し、省エネ・省資源や再生可能

エネルギー導入の取組を促進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，０１０千円

(2) 財 源 環境保全基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① ロゴマーク・キャッチコピーの作成

② 啓発パンフレットの作成

③ 普及ツールの作成

④ アイデアコンテストの実施

⑤ ゼロカーボンに係る戦略的広報の実施

３ 事業の効果

県民・事業者のゼロカーボンに対する認知度を高め、行動変容を促すことにより、２０

５０年ゼロカーボン社会の実現に寄与する。

○新企業の災害対応力強化・ゼロカーボン化促進事業

１ 事業の目的・背景

県内企業のＢＣＰ(事業継続計画)策定を促し、非常用電源の確保にも資する太陽光発

電設備の導入を支援することにより、災害対応力の強化を図るとともに、ゼロカーボン

社会の実現に向け、事業者の積極的な取組を促進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２５，０００千円

(2) 財 源 大規模災害対策基金：２０，０００千円 一般財源：５，０００千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県内企業

(5) 事業内容

ＢＣＰを策定済み又は策定する見込みのある県内企業を対象に、自家消費を目的とし

た太陽光発電設備の導入を支援

（補助率１／３以内、上限２００万円）

３ 事業の効果

企業の災害対応力を強化するとともに、再生可能エネルギーの導入を促進する。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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○新県有施設ゼロカーボン化推進モデル事業

１ 事業の目的・背景

県庁舎において、省エネ化及び再生可能エネルギー導入を実践することにより、直接

的かつ長期的な温室効果ガス排出量削減効果を得るとともに、県民・事業者に対して県

が積極的に取り組む姿勢を示し、ゼロカーボン化に向けた取組のモデルとして横展開を

図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，８８６千円

(2) 財 源 国庫：９３３千円 県債：１，７００千円 一般財源：２５３千円

(3) 事業期間 令和４年度（実施設計）～５年度（施工）

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

県庁舎のＺＥＢ（※）化を推進するため、県庁７号館及び延岡総合庁舎において、

照明のＬＥＤ更新等の省エネ化と太陽光発電設備を導入

３ 事業の効果

県庁舎における温室効果ガス排出量削減に寄与するとともに、ゼロカーボン化に向け

た取組の庁外への波及効果が期待できる。

※ＺＥＢ：Net Zero Energy Building（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）の略称で、快

適な室内環境を実現しながら、建物で消費するエネルギーをゼロにすることを

目指した建物

その他195万ﾄﾝ

運輸 276万ﾄﾝ

産業 413万ﾄﾝ

業務 197万ﾄﾝ

家庭 191万ﾄﾝ

森林等吸収量
438万ﾄﾝ

排出

吸収

基準年度
2013年度（Ｈ25）

森林等吸収量
391万ﾄﾝ

現状
2018年度（Ｈ30）

森林等吸収量
331万ﾄﾝ

目標
2050年度（Ｒ32）

森林等吸収量
350万ﾄﾝ

中間目標
2030年度（Ｒ12）

排出量計 1,272万ﾄﾝ

排出量計 976万ﾄﾝ

その他193万ﾄﾝ

運輸 254万ﾄﾝ

産業 310万ﾄﾝ

業務 121万ﾄﾝ

家庭 98万ﾄﾝ

排出量－吸収量
834万ﾄﾝ

排出量－吸収量
585万ﾄﾝ（30%削減）

部門計排出量
331万ﾄﾝ

2050年ゼロカーボン社会の実現に向けた温室効果ガス排出量の削減目標
（単位：万トン-CO2）

※目標は
R4に設定

※削減目標見直し(R4)

現目標

新目標

排出量－吸収量
０ﾄﾝ

吸収量と均衡する
量まで削減

排出量－吸収量
617万ﾄﾝ（26%削減）

排出量計 967万ﾄﾝ
-25%

-38%

-49%

-8%

-3%

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新森林産業イノベーション人材創出モデル事業
環境森林課

１ 事業の目的・背景

本県の森林産業を資源循環型産業に変革させるため、立場や視点の異なる産学官の関

係者による森林産業の抱える課題の本質を捉え直すプログラムを実施し、イノベーショ

ン人材創出を推進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，０００千円

(2) 財 源 国庫：４，９００千円 森林環境譲与税基金：４，１００千円

寄附金：１，０００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

林業・木材産業関係者、大学生等を対象に、資源循環型産業としての価値や地域・人

の想いを共有・共感するイノベーション人材育成プログラムとして、事前学習会や現地

訪問、ワークショップ等を実施する。

３ 事業の効果

変革に必要な地域の核となる人材づくりや都市との連携、イノベーションを推進する土

壌づくり等に寄与する。

○新森林循環マネジメント調査事業

環境森林課

１ 事業の目的・背景

市町村や森林組合、素材生産業等の関係者と連携して、森林伐採後の再造林や天然更

新等の実態を調査し、様々な課題を分析して有効な対策を検討することにより、森林の

経営管理が適切に行われる基盤をつくる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，０００千円

(2) 財 源 国庫：４，９００千円 森林環境譲与税基金：５，１００千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

森林所有者等に対する実態調査を行うとともに、関係団体や大学、金融機関等による

検討委員会を設置し、調査結果の分析や今後の方向性について検討を進める。

３ 事業の効果

再造林が進まない要因を明らかにし、有効な対策を具現化することにより、再造林推進

に寄与することができる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新新たな森林調査システム検証事業
森林経営課 森林管理推進室

１ 事業の目的・背景

森林の立木本数や直径、樹高等の調査について、従来の調査方法とドローンや地上レ

ーザ機器を用いたレーザ計測による手法について比較・検証を行うとともに、産学官が

連携し、レーザ計測データを活用した新たな森林施業モデル検討会を開催し、スマート

林業の加速化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １５，５００千円

(2) 財 源 国庫：７，７５０千円 森林環境譲与税基金：７，７５０千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① レーザ計測を用いる等の森林調査方法の検証

これまで人力による毎木調査法に頼らざるを得なかった森林調査手法について、先

端技術を用いた調査手法の検証を行う。

② 新たな森林施業モデル検討会の開催

レーザ計測データを活用し、再造林後の下刈りに省力化機械を導入するなど、新た

な森林施業モデルの検討を行う。

３ 事業の効果

省力化機械等による新たな森林施業モデルや先端技術を用いた森林調査手法の普及によ

り、林業の効率化、省力化が図られる。

ドローンによる森林調査（イメージ） 地上レーザによる立木の３Ｄ画像
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改成長に優れたコンテナ苗供給体制整備事業
森林経営課

１ 事業の目的・背景

成長に優れた優良苗木の安定供給を図るため、生産技術研修会の開催及び生産施設整

備や穂木確保、試験的生産の支援等により、コンテナ苗の生産拡大を推進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２１，５２０千円

(2) 財 源 国庫：１０，７６０千円 森林環境税基金：１０，７６０千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①、民間事業者等②③

(5) 事業内容

① 成長に優れたコンテナ苗生産技術向上事業

・ コンテナ苗生産技術研修会の開催（４回）

・ 苗木経営生産相談員（２名）の配置

② 成長に優れたコンテナ苗生産体制整備事業（補助率 １／２以内）

自家採穂園及びコンテナ苗生産施設の整備支援

③ 成長に優れたコンテナ苗生産トライアル事業（補助率 １／２以内）

新規コンテナ苗生産者及び林福連携による穂木確保や試験的生産の支援

３ 事業の効果

コンテナ苗の生産拡大により、低コスト再造林を推進し、資源循環型林業の確立や公益

的機能の発揮による健全な県土の保全、森林吸収量の確保による２０５０年ゼロカーボン

社会の実現に寄与する。

コンテナ苗施設 コンテナ苗

- 52 -



(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改水を貯え、災害に強い森林づくり事業
森林経営課

１ 事業の目的・背景

公益上重要な森林を対象に、伐採後の速やかな再造林や荒廃林地における広葉樹造林

を進めるとともに、公益的機能をより効果的に発揮するための広葉樹造林マニュアルを

作成し、水源の涵養や県土の保全等の多面的機能を発揮する豊かな森林づくりを推進す

る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １６１，３５４千円

(2) 財 源 国庫：１，５００千円 森林環境税基金：１３９，８５４千円

寄附金：２０，０００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 森林組合等①②、県②

(5) 事業内容

① 水土保全の森林づくり事業（補助率 造林補助金対象経費の７％以内）

水土保全機能の低下を防止するための伐採後の速やかな再造林への支援

② 広葉樹造林等推進事業

・ 水源地等の上流域で放置された森林を対象に行う広葉樹の植栽への支援

（補助率 造林補助金の補助残額）

・ 効果的な広葉樹造林マニュアルの作成

３ 事業の効果

植栽等の森林施業を行うことで、水源涵養や土砂流出・崩壊防止、ＣＯ２の吸収効果の

増加など公益的機能が向上するとともに、２０５０年ゼロカーボン社会の実現に寄与する

。

速やかな再造林（針葉樹） 広葉樹造林
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改流木抑制等バイオマス活用促進事業
ながれぎ

山村・木材振興課

１ 事業の目的・背景

伐採後に搬出されない林地残材は、再造林の支障となるだけではなく、河川等に流出

して海岸漂着物や災害に繋がるおそれがあるため、これらを収集運搬し、木質バイオマ

スとして有効活用する取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２６，８５０千円

(2) 財 源 国庫：１３，２２５千円 森林環境税基金：４，７５０千円

開発事業特別資金：８，８７５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 地域協議会

(5) 事業内容

① 流木抑制木質バイオマス活用促進事業（補助率 定額）

伐採跡地の短尺材・枝条等を収集運搬し、木質バイオマスとして活用する取組へ
た ん しゃく ざ い し じょう

の支援

② 木質バイオマス資源有効活用促進事業（補助率 定額）

立木の伐採搬出時に原木と短尺材・枝条をセットで収集運搬し、木質バイオマスと

して活用する取組への支援

３ 事業の効果

木質バイオマスとして利用が低調な短尺材・枝条の利用が進むことにより、流木の抑制

及び再造林の促進とともに、再生可能な森林資源の有効活用が図られる。

伐採跡地に残された短尺材・枝条等

短尺材・枝条利用のスタンダード化

伐採搬出時の原木や短尺材・枝条

短尺材・枝条等を収集・運搬して
木質バイオマスに利用

②木質バイオマス資源
有効活用促進事業

原木や短尺材・枝条をセットで
収集・運搬し木質バイオマスに利用

流木の抑制

再造林の促進

再生可能な森林資源の有効活用

①流木抑制木質バイオマス
活用促進事業
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改都市との連携による「みやざき材」利活用推進事業
山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室

１ 事業の目的・背景

都市部における県産材の利活用を推進するため、改正木材利用促進法に基づく協定制度

を活用した都市との連携を強化・拡大するとともに、協定構想の実現に向けた新製品開発

の支援等を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，３０５千円

(2) 財 源 国庫：１，９７５千円 森林環境譲与税基金：３，３３０千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① みやざき材利活用推進事業

川崎市と連携したみやざき材利活用検討会の開催や新製品開発への支援

② みやざき材利活用拡大プロジェクト推進事業

建築物木材利用促進協定締結に向けた都市部の自治体、企業等への意向調査等の実

施や協定構想の実現に向けた新製品開発への支援

３ 事業の効果

都市部の自治体や企業等との連携による県産材の利用を推進することにより、サプライ

チェーンの構築や２０５０年ゼロカーボン社会の実現に寄与する。

○改みやざきＷＯＯＤ・ＬＯＶＥ推進事業

山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室

１ 事業の目的・背景

木材利用の意義について県民への理解を促すため、「みやざき木づかい県民会議」を中

心とした普及啓発活動や園児等を対象とした「木育」を推進するとともに、東京オリンピ

ック・パラリンピックの選手村で使用した県産材を活用したＰＲ等を実施する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２５，５０５千円

(2) 財 源 国庫：１２，３４７千円 森林環境譲与税基金：１３，１５８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②、木育ネットワーク部会会員②

(5) 事業内容

① みやざき木づかい活動推進事業

・ みやざき木づかい県民会議による木づかい運動の展開

・ オリパラ材を活用した県産材のＰＲ等の実施

② みやざき木育推進事業

・ 木育プログラムの開発、木育マイスター等の養成及び体制の構築

・ 木育活動や木製遊具整備への支援（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

木材利用の意義への理解促進により、県産材の需要拡大や２０５０年ゼロカーボン社会

の実現に寄与する。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改みやざき材を魅せる「空間・人」づくり事業
山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室

１ 事業の目的・背景

非住宅分野における木造・木質化を推進するため、品質・性能の確かなＪＡＳ認証材

等の普及促進や木造設計を行う建築士のスキルアップセミナー等を開催するとともに、

中大規模木造施設の設計支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，９８８千円

(2) 財 源 国庫：１，６４０千円 森林環境譲与税基金：１，６４０千円

一般財源：５，７０８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 民間事業者等①③、県①②

(5) 事業内容

① ＪＡＳ認証材等普及促進対策事業

・ ＪＡＳ認証の新規取得に要する経費の支援（補助率１／２以内、上限２０万円）

・ ＪＡＳ認証材等の普及に向けた研修会の実施

② みやざき木造マイスタースキルアップ事業

｢みやざき木造マイスター｣の設計スキル向上・木材流通に関するセミナーの実施

③ 設計支援事業

中大規模木造施設の設計に係る経費の支援（補助率１／３以内 上限２００万円）

３ 事業の効果

ＪＡＳ認証材等の普及促進や｢みやざき木造マイスター｣のスキルアップのほか、中大規

模木造施設の設計費支援を行うことにより、更なる県産材利用の促進が図られる。

みやざきスギ快適空間創出事業

山村・木材振興課 みやざきスギ活用推進室

１ 事業の目的・背景

ポストコロナにおける県産材の需要拡大を図るため、県産材を活用した快適な生活空

間を兼ね備え、感染拡大防止に配慮した施設整備等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８５，０００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 民間事業者等

(5) 事業内容

飲食店、小売店舗、ホテル等ＰＲ効果が高い民間施設における県産材の活用による感

染拡大防止に配慮した施設整備等への支援（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

新型コロナの感染拡大防止及び木材利用に対する県民意識の醸成に加え、県産材の需要

拡大が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新持続可能なみやざきグリーン農業構築事業
農業普及技術課

１ 事業の目的・背景

環境にやさしい持続可能な農業を構築するため、減化学肥料・減化学農薬及び高品質

・多収量に繋がる宮崎方式ＩＣＭ技術の拡充や、温室効果ガス削減技術等の普及に向け

た実証を行うとともに、有機農業の産地育成を推進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４４，１８６千円

(2) 財 源 国庫：３４，４９４千円 受託金：２，５００千円

一般財源：７，１９２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①～③、協議会①、植物防疫協会等②、市町村③

(5) 事業内容

① みやざきグリーン農業技術実証事業（補助率 定額）

宮崎方式ＩＣＭ指標の拡充や、減化学肥料・農薬、温室効果ガス削減技術の実証を

支援

② みやざきグリーン農業技術現場実装加速化事業（補助率 １／２以内）

宮崎方式ＩＣＭ技術や温室効果ガス削減技術の指導体制の整備、農薬の効果的で適

正な使用に向けた取組の支援

③ みやざきグリーン農業ステップアップ支援事業（補助率 定額）

有機農業を推進する市町村の取組の支援及び技術指導者の育成、推進体制の整備

３ 事業の効果

減化学肥料・減化学農薬や温室効果ガス削減に結びつく技術の普及や、有機農業の取組

拡大により、環境にやさしい農業の展開による持続的で安心・安全な農業・農村の実現に

繋がる。

中干し延長 混合堆肥複合肥料

グリーンな栽培体系の転換に向けた技術実証支援

① みやざきグリーン農業技術実証事業

② みやざきグリーン農業技術現場実装加速化事業

温室効果ガス削減技術等の実証や地域・未利用資源の活用、宮崎方式ICM指標の拡充等を実施

③ みやざきグリーン農業ステップアップ支援事業

環境に
やさしい

農業技術実証

環境に
やさしい
農業の拡大

みやざき
グリーン農業
構築

温室効果ガス削減技術、宮崎方式ICM技術の普及拡大支援

普及拡大に必要な体制整備 技術実践を行う集団等へのサポート

普及C

総合農試

専門技術C

指導助言

生産者

市町村主導での取組を支援

生産

消費 加工・流通

生産～消費まで
一貫した取組を
サポート

推進体制の整備

・研修会等による指導者育成

・指導助言のための体制整備

・有機農業推進の体制構築
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新脱炭素をめざす省エネ型施設園芸設備導入推進事業
農産園芸課

１ 事業の目的・背景

環境負荷を軽減し、将来にわたり持続可能な食料の生産・供給体制を構築するため、

燃油に依存しない加温技術や高収益技術の実証・導入など脱炭素に向けた取組を支援す

る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １４，５００千円

(2) 財 源 国庫

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県、協議会、営農集団等

(5) 事業内容

○ 脱炭素技術検証・導入推進（補助率 定額、１／２以内）

国・民間企業が開発する新たな技術の検証を行い、化石燃料の使用量削減につなが

る省エネ技術の導入を支援

３ 事業の効果

新技術の検証により本県の施設園芸に適した技術の導入が推進されるとともに、省エネ

機器等の導入により、脱炭素の取組の推進が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新持続可能な茶生産をめざす産地再生支援事業
農産園芸課

１ 事業の目的・背景

産地一体となった売れる茶産地への転換に向け、各地域の実情に応じた産地再生ビジョ

ンを策定し、ビジョンの具現化に必要な産地再編や販路拡大等の対策を支援し、持続可

能な茶産地づくりを行う。また、県外市場等での取引定着や茶園の若返りによる優良園

地の育成により、農家経営の安定を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４８，９２７千円

(2) 財 源 国庫：３７，２８５千円（うち臨時交付金３３，８９０千円）

一般財源：１１，６４２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度①③、令和４年度②

(4) 実施主体 営農集団・生産法人・ＪＡ・市町村等①②、宮崎県茶業協会③

(5) 事業内容

① 産地再生ビジョン実現事業（補助率 １／２以内、１／３以内、定額）

地域の実情に応じた産地再生ビジョンの策定と、その具現化に必要な取組への支援

② 茶産地構造転換対策事業（補助率 定額）

新たな販路開拓や荒茶の高品質化に向けた茶園の若返りに係る支援

③ 生産者組織支援事業（補助率 １／２以内、定額）

産地再生ビジョンの実現に向けた県域の取組強化や事務局運営に係る支援

３ 事業の効果

産地再生ビジョンにより地域の課題や将来像が明確になるとともに、地域の実情に応じ

た再編が図られることで、持続可能な茶産地が育成できる。

共同摘採による作業の効率化 製茶研修会による品質向上 販売促進対策
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新養殖グリーン成長戦略推進事業
水産政策課

１ 事業の目的・背景

本県養殖業のグリーン成長戦略を推進するため、天然資源や漁場環境への負荷を軽減

する持続可能な養殖業の構築を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，１８２千円

(2) 財 源 国庫：４，９９２千円 一般財源：５，１９０千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 養殖業者等

(5) 事業内容

人工種苗やＥＰ飼料への転換、藻類等養殖の導入など、養殖業者が取り組む持続可能

な養殖業の実証を支援（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

持続可能な養殖業の構築に向けた養殖業者等の一体的なグリーン化の取組を支援するこ

とにより、本県養殖業の生産力向上と持続性の両立による真の成長産業化が図られる。

〈養殖業者等のグリーン化に資する取組を支援〉

〈人工種苗へ転換〉

〈ＥＰ飼料へ転換〉 〈ブルーカーボンの取組〉
ブルーカーボン等環境改善に資する取
組を支援（藻類・貝類の増養殖の導
入・定着に係る資材の経費を支援）

トータルパッケージで支援

人工種苗への転換による新
たな飼育の実証を支援（人
工種苗の導入経費を支援）

ワカメの養殖

生餌主体

ＥＰ主体

ＥＰ飼料※による飼育の実証を支援
（ＥＰ飼料導入に係る経費の増加を支
援）

※魚粉や小麦粉
等を高温高圧加
工した固形飼料
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新未来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業
畜産振興課

１ 事業の目的・背景

国の「みどりの食料システム戦略」を踏まえ、畜産バイオマスの利用拡大に向けた取

組支援及び家畜排せつ物の高度処理・利用・流通を推進することで、本県の持続可能な

畜産の発展を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２３，８１２千円

(2) 財 源 国庫：８，４５５千円 開発事業特別資金：５，４５８千円

一般財源：９，８９９千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②③、協議会等①

(5) 事業内容

① 畜産バイオマス利用拡大実証調査事業（補助率 定額、１／２以内）

畜ふん燃焼や畜産バイオマス利活用検討に向けた水産業での実証調査及び園芸ハウ

ス等におけるバイオマスエネルギーの利活用の検討を支援

② 良質堆肥流通促進事業

広域的な堆肥流通のモデル構築に向けた取組を実施

③ 家畜排せつ物適正処理・利用促進事業

農家指導のための畜産環境アドバイザーの育成及び環境コンサルタントと連携した

農家への堆肥生産指導を実施

３ 事業の効果

畜産バイオマスの新たな利用やニーズが拡大することで、環境負荷軽減等による持続可

能な畜産経営を実現する。
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戦略的広報強化推進事業
秘書広報課 広報戦略室

１ 事業の目的・背景

新型コロナの感染防止対策として県民等への情報提供が重要となっている一方で、近年

の情報伝達手段の多様化等により、情報を届けることが難しくなってきている中、今後の

感染防止対策や経済対策の効果をより高めるための戦略的な広報の実現が必要であること

から、専門知識等を有する外部人材を活用し、さらなる情報発信の強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７，４６６千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

専門知識や豊富な経験を有する外部人材の活用により、適切な広報媒体の選定、タイ

ミング、表現方法の改善を図るなど、県民等により伝わるための情報発信の強化

３ 事業の効果

様々な新型コロナ感染防止対策や観光・宿泊・交通の需要回復等の経済対策を行う中、

具体的な案件にあわせた効果的な広報強化の支援を行うことで、それぞれの事業効果を高

める。

○新船旅の新たな魅力開発・発信支援事業

総合交通課

１ 事業の目的・背景

本年４月及び１０月に新船が就航する長距離フェリー航路を長期的かつ安定的に維持す

るため、日常から離れてゆったりとした時間を味わえる船旅ならではの魅力を高めるコ

ンテンツを開発し、効果的に情報発信する取組に対し支援を行うことにより、旅客の確

保を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，８６４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 宮崎県長距離フェリー航路利用促進協議会

(5) 事業内容

運航会社が行う「船旅の新たな魅力」を開発し発信する取組に対する支援

（補助率 定額）

・ 船上コンテンツ開発支援（例：船上ヨガ、コンサート、星空観察、グルメフェア

等）

・ 情報発信支援（ＳＮＳやＷＥＢ広告等を活用した情報発信）

３ 事業の効果

船旅との親和性が高い、テーマ性を持たせたコンテンツを開発し発信することにより、

船旅の魅力がさらに高まり、フェリーが単なる移動手段としてではなく、「旅の目的の

一つ」として選ばれ、旅客の確保が図られる。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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◎文化の輪が広がるみやざきづくりの推進
みやざき文化振興課

予算額 ５４，０９１千円

○新みんなが繋がる ひなたの文化活動推進事業 ３９，５７３千円

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響により大きく制限を受けた県民の文化活動の再開・活性化を図るととも

に、国文祭・芸文祭の成果を最大限に生かして、文化と多様な分野との連携を図りなが

ら、文化の裾野を大きく広げていく。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３９，５７３千円

(2) 財 源 国庫：３０，０００千円（臨時交付金） 一般財源：９，５７３千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②③、公益財団法人宮崎県芸術文化協会④

(5) 事業内容

① コロナ禍の影響により大きく制限を受けた県民の文化活動の再開・活性化に資する

大規模なアートイベント等の実施

② ＳＮＳ等を活用した文化の裾野を広げる情報発信・共有の場づくり

③ 多様な主体が実施する県民が気軽に文化に親しむ活動やまちづくり等、他分野との

連携に資する活動に対する支援

④ （公財）宮崎県芸術文化協会が実施する「みやざき文学賞」や加盟団体の記念事業

支援等に対する補助（補助率 定額）

３ 事業の効果

文化によって生み出される様々な価値を引き出し、県民が気軽に文化に触れ親しみ、人

と人、多様な主体が繋がる地域社会の形成が図られる。

○「アーツカウンシルみやざき」機能拡充事業 １０，６６２千円

文化活動に関する支援機関であるアーツカウンシルを継続して設置し、専門人材による

支援を通じて、県民の文化活動の活発化や文化を担う県内人材の育成を図るとともに、文

化団体相互間の交流や文化と他分野との連携などを促進する。

(1) 専門人材の配置

文化活動を支援する専門人材として、プログラムディレクター及びプログラムオフィ

サー各１名を（公財）宮崎県芸術文化協会に配置する。

(2) アーツカウンシル活動展開事業

文化活動に関する相談支援のほか、アートマネジメント講座などを通じた人材育成や

文化とまちづくりや福祉などの他分野との連携、地域を超えた関係者・機関のネットワ

ークの強化などを図る活動を展開する。

(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改障がい者芸術文化普及支援事業 ３，８５６千円

１ 事業の目的・背景

宮崎県障がい者芸術文化支援センターを通じて、国文祭・芸文祭で得られたネットワー

クを維持・拡大しながら県内の支援体制を強化し、障がい者芸術文化のさらなる普及を図

る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，８５６千円

(2) 財 源 国庫：１，９２８千円 一般財源：１，９２８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 芸術文化活動に関する相談支援

② 活動を支援する人材の育成のためのセミナー等の開催

③ 関係者間のネットワークづくり

④ 作品発表の機会の創出

⑤ 芸術文化活動の情報収集・発信

３ 事業の効果

障がいの有無にかかわらず文化に触れ親しむことができ、文化活動が幅広く行われる環

境づくりが進むことにより、県民誰もが個性と能力を発揮し、互いに理解し尊重し合い、

生き生きと暮らすことができる共生社会の実現に繋がる。

・アーツカウンシル
・障がい者芸術文化支援センター 等

多様な主体・分野間の連携促進

文化に親しむ県民の増

文化に親しむ県民

文化の輪 文化の輪の拡大

多様な主体・
分野

・観光
・まちづくり
・国際交流
・福祉
・教育
・産業

など

裾野の拡大

文化に親しむ県民

【 文化の輪が広がるみやざきづくりの推進 イメージ 】
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

国民スポーツ大会事業
国民スポーツ大会準備課

１ 事業の目的・背景

我が国最大のスポーツの祭典である「第８１回国民スポーツ大会」の本県開催に向けた

準備を着実に行うとともに、県有スポーツ施設の整備を計画的に進める。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，８３８，１７２千円

(2) 財 源 国庫：９８，２９７千円

県債：４，５４３，４００千円

国スポ・障スポ開催基金：５４，８１７千円

雑入（県体育館整備事業費）：２２，７５８千円

一般財源：１，１１８，９００千円

(3) 事業期間 令和元年度～９年度

(4) 実施主体 県①②、市町村①

(5) 事業内容

① 国民スポーツ大会開催準備費 ６５，８１７千円

・ 宮崎県準備委員会総会、常任委員会、各専門委員会等の開催

・ 会場地市町村の選定、広報活動、宿泊・輸送体制の構築、競技役員の養成等

・ 競技施設整備に係る市町村補助

（補助率 １０／１０以内、１／２以内）

② 県有スポーツ施設整備事業 ５，７７２，３５５千円

・ 陸上競技場の建築工事等（約２１．７億円）

・ 体育館の建築工事等（約２２．６億円）

・ プールのＰＦＩ事業（約１３．４億円）

３ 事業の効果

令和９年度に本県で開催される「第８１回国民スポーツ大会」への取組を通じて、同大

会の成功と「スポーツランドみやざき」の更なる推進が図られる。

（大会マスコットキャラクター等基本デザイン） （陸上競技場イメージ図）

（体育館イメージ図） （プールイメージ図）
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新みんなで参加！パラスポーツステップアップ事業
障がい福祉課

１ 事業の目的・背景

本県で開催予定の「第２６回全国障害者スポーツ大会」に参加する本県選手の活躍を支

えるため、指導者の養成及び誰もが参加できる大会づくり、さらにはパラスポーツ情報の

発信を行い、パラスポーツの普及拡大を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，０００千円

(2) 財 源 国スポ・障スポ開催基金

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 県内外の優秀な指導者を招聘しての講習会実施

② 誰もが参加できるスポーツ大会への支援

一般競技団体との調整を行うコーディネーターを配置し、障がいの有無にかかわら

ず参加できるスポーツ大会の開催を支援

③ パラスポーツ広報啓発

ＳＮＳによる情報共有基盤の構築やパラスポーツＰＲ動画の発信

３ 事業の効果

選手や指導者の活躍機会の創出や情報提供の仕組みを構築することにより、パラスポー

ツに関わる人が増え、スポーツを通した共生社会づくりが図られる。

○新全国障害者スポーツ大会練習環境整備事業

障がい福祉課

１ 事業の目的・背景

本県で開催予定の「第２６回全国障害者スポーツ大会」に参加する本県選手の活躍を支

えるため、練習拠点や競技用具等を整備することで、各種競技の練習環境の充実を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １６，１００千円

(2) 財 源 県債：１，８００千円 国スポ・障スポ開催基金：１４，３００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 練習拠点の整備

団体競技の練習拠点となる特別支援学校体育館等の改修

② 競技用具等の整備

実施される競技・種目で使用するパラスポーツ用具等の整備

３ 事業の効果

パラスポーツの練習環境を整備することにより、全国障害者スポーツ大会での選手の活

躍が期待できるとともに、県内におけるパラスポーツの一層の普及が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

自然公園利用拠点整備・魅力発信事業
自然環境課

１ 事業の目的・背景

自然公園の安心・安全な環境づくりや利用者の満足度・認知度向上のため、感染拡大防

止に対応した施設整備・改修やホームページ等を通じた魅力発信を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８７，６４４千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 施設整備事業

感染拡大防止に対応した県有施設（高千穂峡園地トイレ（高千穂町）、栄松管理棟

（日南市））の整備・改修を実施

② 魅力発信事業

マイクロツーリズムの普及を見据え、ホームページ等を通じて自然公園の魅力を発

信

３ 事業の効果

施設の整備・改修や自然公園の魅力を発信することにより、公園利用者の満足度・認

知度が高まり、再訪者の増加、ひいては地域経済の活性化にも寄与する。

県有施設（トイレ）の改修 ホームページを通じた魅力発信

- 67 -



(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

ポストコロナに向けた稼ぐ観光地域づくり推進事業
観光推進課

１ 事業の目的・背景

ポストコロナに向けた地域の観光資源の掘り起こしや磨き上げ、観光地の受入環境整備

に対して支援するとともに、地域を牽引する観光人財を育成し、県と市町村、観光関係団

体、観光事業者等が一体となった観光地域づくりに取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５０，２４９千円

(2) 財 源 国庫：２２，３６４千円

観光みやざき未来創造基金：２２，６３６千円

一般財源：５，２４９千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （公財）宮崎県観光協会①②、市町村③

(5) 事業内容

① 外部専門人材による観光地域づくり支援（補助率 定額）

・ 外部専門人材の県観光協会への配置

・ 民間事業者が行う自然景観を生かした観光や体験型観光に対応した受入環境整備

支援（間接補助率 １／２以内）

② 観光みやざき創生塾（補助率 定額）

地域の中核となる観光人財育成を支援

③ 稼ぐ観光地域づくり支援（補助率 １／２以内）

市町村が取り組む新しい観光ニーズやテーマ別観光に対応した観光資源の掘り起こ

し・磨き上げや、自然景観を生かした観光や体験型観光に対応した受入環境整備支援

３ 事業の効果

観光人財の育成や県内各地域の取組を県が支援することにより、地域を豊かにする稼ぐ

観光地域づくりを推進できる。

乙島キャンプ場 ＳＵＰ（サップ）体験
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新ポストコロナを見据えた観光誘客促進事業
観光推進課

１ 事業の目的・背景

落ち込んだ観光需要を早期に回復するため、国内観光客の県内周遊を促進するためのキ

ャンペーン等を実施するとともに、観光プロモーションの強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０６５，１５８千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （公財）宮崎県観光協会①②③④、県③⑤

(5) 事業内容

① 県内外からの誘客を目的とした旅行割引の実施（補助率 定額）

② 安全・安心な教育旅行を推進するための貸切バス費用、企画開発費の支援

（補助率 定額）

③ タクシー回数券やレンタカー利用料金の割引原資やＰＲ支援（補助率 定額）

④ 交通機関と連携した観光プロモーションの実施（補助率 定額）

⑤ 県外事務所における観光プロモーションの実施

３ 事業の効果

県内外からの誘客を促進することにより、落ち込んだ県内経済の早期回復と誘客の定着

化が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

神話を生かした観光誘客「キキタビ（記紀旅）」推進事業
観光推進課

１ 事業の目的・背景

国文祭・芸文祭における記紀編さん１３００年記念事業の成果を継承しながら、本県観

光の大きなシンボルである神話を生かした観光情報の発信や魅力向上、誘客促進に取り組

む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，３３６千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① キキタビ情報発信事業

ＷＥＢを活用したキキタビ情報の発信

② キキタビ魅力向上事業

県内神社やホテル旅館等で配布するキキタビパンフレット等の作成

③ キキタビ誘客促進事業

隣県や九州、首都圏におけるセールスやプロモーション等の実施

３ 事業の効果

神話を生かした観光誘客に取り組むことにより、「神話の源流みやざき」のブランド化

に資するとともに、観光関連産業の活性化に繋げることができる。

○改ポストコロナ時代に向けたインバウンド推進事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

インバウンド再開後の外国人観光客誘致を促進するため、セールスプロモーションの強

化と観光客の受入環境整備に取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２０，８２０千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①、（公財）宮崎県観光協会①②③

(5) 事業内容

① セールスプロモーション（補助率 定額）

旅行会社へのセールス活動や旅行会社の招へい、旅行商品造成支援の実施

② インバウンド受入環境整備（補助率 定額）

多言語観光ホームページの運営及び外国人観光客多言語コールセンターの運営

③ インバウンド事業者育成（補助率 定額）

ポストコロナのインバウンドのニーズ変化に対応した観光事業者研修会等の実施

３ 事業の効果

海外旅行会社へのセールス活動等により旅行商品造成を促すとともに、多言語対応等の

外国人観光客が旅行しやすい環境を整えることで、インバウンドの早期回復による観光経

済の活性化に繋がる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新スポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業
観光推進課 スポーツランド推進室

１ 事業の目的・背景

「屋外型トレーニングセンター」の整備によるスポーツキャンプ・合宿の誘致効果を全

県に拡げていくため、誘致セールスを行うとともに、各市町村等での受入強化の取組に対

して支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４６，１７５千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 市町村①、県②⑤、（公財）宮崎県観光協会③、

国内外代表合宿受入実行委員会④

(5) 事業内容

① 市町村受入施設整備等への支援（補助率 １／２以内又は１／３以内）

市町村がスポーツキャンプ・合宿誘致のために行う受入施設の施設整備等を支援

② スポーツターフ維持管理技術強化への支援

サッカー、ラグビーキャンプ・合宿等を積極的に受け入れる意欲がある市町村等を

対象に芝の維持管理技術強化のための実施研修等を実施

③ スポーツキャンプ等受入広域化への支援（補助率 定額）

県観光協会が広域的に行うトレーニングマッチコーディネートやスポーツイベント

誘致等を支援

④ 国内外代表合宿受入への支援（補助率 １／２以内）

県と受入市町村等で構成する「国内外代表合宿受入実行委員会」に対して代表合宿

受入に必要となる経費の一部を支援

⑤ 誘致セールス等の実施

屋外型トレーニングセンターをはじめとした県内施設への誘致セールス等を実施

３ 事業の効果

スポーツキャンプ・合宿の全県化が進むことで、新たなキャンプ・合宿誘致やそれに伴

う県外からの誘客数の増加など、観光業をはじめとする本県経済活動に大きな効果が期待

できる。

【全県展開のイメージ】

（屋外型トレーニングセンター整備イメージ）

屋外型トレセン
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改県産品販路全国展開推進事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

県産品の販路拡大のため、これまでアンテナショップを設置したことのない大都市圏に

おいてアンテナショップをモデル的に設置するとともに、大規模商談会への出展支援や大

手百貨店等での物産展の開催等を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２２，９４９千円

(2) 財 源 国庫：８，８３７千円

観光みやざき未来創造基金：６，１５５千円

一般財源：７，９５７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① アンテナショップ未設置の大都市圏におけるモデル的設置等

② 県産品販路開拓に向けた首都圏バイヤー等への営業活動

・ 県内事業者に対するマーケット情報の提供や首都圏でのバイヤー等との商談機会

の提供等

・ 大規模商談会への出展支援

③ 大手百貨店や包括連携協定締結企業等と連携した物産展の開催

３ 事業の効果

新たなアンテナショップのモデル的な設置や大規模商談会への出展支援等により、全国

での県産品の更なる認知度向上及び販路拡大が見込まれる。

博多みやざき館ＫＯＮＮＥ 大規模商談会
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

県民総参加！ひなたプロモーション事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

本県の多様な魅力の統一的なコンセプトである「日本のひなた宮崎県」を用い、県民か

らの声も積極的に取り入れながら、観光や食、スポーツ、特産品、歴史・文化、生活環境

といった本県の様々な魅力を発信する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４２，８６１千円

(2) 財 源 観光みやざき未来創造基金：１０，６４８千円

一般財源：３２，２１３千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 国内向けプロモーション

・ 県内外から募集する「宮崎の推し」の動画を作成し、ＳＮＳ等で発信

・ 県外事務所、ＫＯＮＮＥ等を活用した都市圏でのプロモーション展開

② 外国人に向けたプロモーション

在県外国人による「私の好きな宮崎」の母国語紹介動画の配信等

③ ＰＲツールの作成及び活用

・ みやざき犬やみやざき応援団による本県ＰＲ

・ サウンドロゴ、多言語の動画、ポスターほかグッズの作成

３ 事業の効果

県民参加型のプロモーション事業とすることで、県民一人ひとりに宮崎の魅力が再発見

・再認識されるとともに、県民からの情報発信が期待でき、本県の認知度及び魅力度が高

まり、観光誘客や県産品の販路開拓、移住の促進に繋がる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

みやざき加工食品海外販路拡大支援事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

県内の地域商社や事業者の海外販路開拓に係る取組を支援することにより、県内の地域

商社をはじめとした民間主導による輸出取組体制の構築を図り、県産加工食品の輸出拡大

を目指す。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １９，７０２千円

(2) 財 源 国庫：９，８５１千円 一般財源：９，８５１千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①④、民間事業者②③

(5) 事業内容

① 主要な海外市場への輸出促進コーディネーター配置

② 地域商社等による海外販路開拓支援（補助率 １／２以内）

③ 県内事業者の新たな海外販路開拓支援（補助率 ２／３以内又は１／２以内）

④ 県内事業者の海外ＥＣを活用した販路開拓支援

３ 事業の効果

県産加工食品の輸出に取り組む地域商社や事業者の育成が図られ、輸出額及び輸出取

組企業数の増加が図られる。

• 商流・物流づくり
• 現地プロモーション
• 産地商品開発支援

県内企業

Ａ社

地域商社
・
海
外
の
卸
業
者

・
海
外
の
輸
入
業
者

・
海
外
の
販
売
店
等

フェア･見本市･商談会等

・
物
流
業
者

・
輸
出
業
者

継続取引獲得に向けた
営業活動・プロモーション

Ｂ社

Ｃ社 Ｄ社

Ｅ社
（輸出実績なし）

県
【支援要件】
輸出実績のない企業１社
以上を含む県内企業５社
以上の商品をとりまとめ
ること

支援 支援

ジェトロなどの支援機関

県内企業

ＥＣ事業者等
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改みやざきＳＨＯＣＨＵ輸出促進事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

海外における焼酎の認知度向上や市場開拓を推進し、本県産焼酎の輸出額及び出荷額の

増加につなげる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２９，８２６千円

(2) 財 源 国庫：１４，９１３千円 観光みやざき未来創造基金：１４，９１３千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①②、県酒造組合②

(5) 事業内容

① みやざきＳＨＯＣＨＵの輸出促進事業

・ 米国でのレクチャー試飲会やカクテルコンペティションの開催

・ 米国等の酒類バイヤーやトップバーテンダー等の招へい

・ 海外の大規模酒類展示会等への出展

＜ターゲット国・地域＞

・ 中国、台湾、米国、欧州

② ユネスコ無形文化遺産登録に向けた機運醸成事業

・ 「日本の伝統的なこうじ菌を使った酒造り技術の保存会」と連携した、焼酎造り

や焼酎をフックとする日本の食文化を発信するイベントの開催

・ 県内焼酎関連イベントの支援（補助率 １／２以内）

３ 事業の効果

海外市場でのイベント開催や、国内での「ユネスコ無形文化遺産」登録に向けた機運醸

成イベント開催により、海外での焼酎の認知度向上や販路開拓が図られ、本県産焼酎の輸

出額及び出荷額の増加につなげることができる。

米国でのレクチャー試飲会の様子 台湾での大規模酒類展示会への県ブース出展
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

宮崎県人会世界大会開催準備事業
オールみやざき営業課

１ 事業の目的・背景

置県１４０年となる令和５年（２０２３年）に開催する「宮崎県人会世界大会」に向け

て、実務者会議・実行委員会の開催等を通じた具体的な実施計画の検討や、大会のＰＲ

・広報活動による機運醸成、国内外の県人会との関係強化など必要な準備を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １２，０００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 実務者会議・実行委員会の開催等を通じた実施計画の検討

② 大会ロゴマークの公募やＰＲ動画の展開

③ 国内外県人会訪問による関係強化や参加の呼びかけ

３ 事業の効果

「宮崎県人会世界大会」の準備・開催を通じて、国内外の本県出身者やゆかりのある方

に宮崎の良さを改めて認識していただくことで、本県の認知度向上や観光誘客、県産品

の販路開拓、ひいては、本県への企業誘致や移住・ＵＩＪターン促進など幅広な効果が

見込まれる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

県産農畜水産物応援消費推進事業
農業流通ブランド課

１ 事業の目的・背景

新型コロナ感染拡大に伴い、消費者の消費行動の変化が進んでいるため、引き続き影響

が懸念される県産農畜水産物の品目を中心に緩和を図るとともに、新たな消費形態に対応

するための販売対策を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４６３，５００千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県、市町村、関係団体、各種協議会等

(5) 事業内容

① 地産地消応援消費対策事業（補助率：定額）

学校給食への食材提供や食育活動、地産地消イベントの開催を支援

② 販売拡大対策事業（補助率：定額）

ネット販売等における送料支援やイベント・フェア等を活用した県内外における販

売拡大対策への支援

３ 事業の効果

県産農畜水産物の消費喚起と販売拡大を図ることにより、県産農畜水産業への影響緩和

が図られる。

県産食材の学校給食への提供 応援消費キャンペーン

応援消費イベントの開催 県産食材を活用した商品開発
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改信頼と情熱を未来につなぐ新たなブランド対策推進事業
農業流通ブランド課

１ 事業の目的・背景

みやざきブランド認証品目の商品価値の維持・向上を図るため、ブランド認証制度の見

直しにより安全・安心の取組や脱炭素をはじめとする環境負荷低減の取組を強化すると

ともに、デジタルマーケティングや中食需要への対応等、新たな消費形態に対応した販

売・プロモーション活動を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １３，５００千円

(2) 財 源 国庫：２，０００千円 一般財源：１１，５００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 みやざきブランド推進本部、関係団体

(5) 事業内容

① 認証制度アップグレード推進事業（補助率 １／２以内）

認証基準の見直し、モデル産地の育成、取組の発信への支援

② 多様な販路構築支援事業（補助率 １／２以内）

デジタルマーケティング、ネット販売、新たな認証制度と連動したプロモーション

活動、バリューチェーンパートナーと連携した情報発信等への支援

３ 事業の効果

価値観や消費形態の変化に対応した商品づくりや販売・プロモーション活動が進展する

ことにより、本県農畜産物のブランドイメージの維持・向上が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改みやざきローカルフードプロジェクト（ＬＦＰ）強化事業
農業流通ブランド課

１ 事業の目的・背景

地域食資源の活用によるポストコロナの消費ニーズに対応した新商品・サービスの開発

等を支援するとともに、新商品等の魅力発信・販売促進を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４９，３００千円

(2) 財 源 国庫：３１，６５０千円 一般財源：１，６５０千円

寄附金：１６，０００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 農業者・加工販売業者等によるプロジェクトチーム①、県②

(5) 事業内容

① ＬＦＰ新商品・新サービス開発支援事業（補助率 定額）

・ ポストコロナの消費ニーズに対応した新商品・サービス開発等の支援

・ 商品のブラッシュアップ支援（専門家派遣）

② 地域食資源の魅力発信・販売促進事業

・ ＬＦＰ商品の背景にある食のストーリーコンテンツ作成

・ ふるさと納税、企業コラボ、ＫＯＮＮＥ、各種メディア等活用による販売促進

３ 事業の効果

多様な食農関係者等が連携した新商品・サービスの創出により、本県農林水産物の消費

・販路回復と地域経済の活性化が図られる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

２０２２全国和牛能力共進会対策事業
畜産振興課

１ 事業の目的・背景

本年１０月に鹿児島県で開催される第１２回全国和牛能力共進会において、前人未踏と

なる４大会連続の内閣総理大臣賞獲得を目指し、種牛の部及び肉牛の部の出品対策及び

大会本番で力を存分に発揮するための取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３３，４９４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 第１２回全国和牛能力共進会宮崎県推進協議会①、県②

(5) 事業内容

① 第１２回全国和牛能力共進会出品対策（補助率 １／２以内、定額）

・種牛出品対策及び肉牛出品対策の調査や指導に対する支援

・県代表牛決定検査会等開催の支援

・共進会出品にかかる輸送対策等の支援

② 県推進事務費等

・都道府県出品負担金

・本大会における宮崎牛ＰＲ資材費

・血液検査費等

３ 事業の効果

日本一の和牛産地として子牛市場の価値が向上するとともに、「日本一宮崎牛」を冠と

した国内外でのブランディングを展開し、本県の基幹産業である肉用牛産業の更なる発展

が見込まれる。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○改宮崎ブランドポーク販売促進加速化事業
畜産振興課

１ 事業の目的・背景

宮崎ブランドポークの認知度向上やイメージアップを図るため、情報発信及びＰＲ資材

の作成、イベントの開催や商談会参加等による消費拡大への取組を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，１２７千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 宮崎ブランドポーク普及促進協議会等①、県②

(5) 事業内容

① 「宮崎ブランドポーク」イメージアップ・販路拡大事業（補助率 １／２以内）

イメージアップに向けた情報発信、ＳＮＳやＥＣサイトの活用及び指定店フェア・

イベントの開催による消費拡大活動、ＰＲ資材のリニューアル

② 県推進事務費

産地認証の推進等

３ 事業の効果

認知度向上、イメージアップや販売促進の取組を支援することで、宮崎ブランドポーク

の消費者ニーズの向上、生産拡大及び養豚生産者の経営安定が図られる。

○改県産牛肉販売促進総合対策事業

畜産振興課

１ 事業の目的・背景

宮崎牛をはじめとする県産牛肉の販路拡大のため、第１２回全国和牛能力共進会を契機

とした、集中的な宮崎牛のＰＲと継続的なプロモーションを実施するとともに、科学的根

拠を持ったおいしさや脂肪の質等の新たな価値を付加することで、国内外における更なる

ブランディングの強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２６，６００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 民間団体等①、協議会・県②、民間団体③

(5) 事業内容

① 全共ＰＲ対策事業（補助率 １／２以内）

第１２回全共を契機とした宮崎牛等の集中的なＰＲ

② 宮崎牛等魅力発信・販路拡大支援事業（補助率 １／３以内）

食育活動や消費拡大フェア及び大相撲表彰やＳＮＳ等を活用した宮崎牛等の魅力発

信による県産牛肉の国内販路、海外輸出拡大

③ 牛肉の新たな価値創造事業（補助率 １／２以内）

おいしさ等の新たな視点を持った魅力発信のための検討会の開催

３ 事業の効果

宮崎牛等の認知度向上とともに、新たな価値を付加することで他産地との差別化が更に

図られ、国内外への販路拡大が期待される。
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

◎天皇杯獲得を目指した競技力向上対策
スポーツ振興課

財 務 福 利 課

１ 事業の目的・背景

令和９年度に本県で開催予定の「第８１回国民スポーツ大会」において天皇杯獲得を目

指すとともに、大会終了後も安定した競技力を維持し、スポーツランドみやざきの展開な

どスポーツを核とした地域振興を図るため、効果的な競技力向上対策に取り組む。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，９３８，４６２千円

(2) 財 源 国庫：２００，１００千円 スポーツ推進基金：２，００９千円

国スポ・障スポ開催基金：５１２，６５７千円

スポーツ振興くじ助成金：８，０００千円

県債：１，０７０，１００千円 一般財源：１４５，５９６千円

(3) 事業期間 令和２年度～９年度

(4) 実施主体 県①②③④、宮崎県高等学校体育連盟②、宮崎県中学校体育連盟②、

（公財）宮崎県スポーツ協会②③④

(5) 事業内容

本大会に向けての期間ごとに順位目標等を設定し、県競技力向上対策本部を中心に、

以下の対策の４本柱に基づき、競技力向上を図る。

令和４年度から３年間は「充実期」として、ターゲットエイジの強化等の選手強化や

練習拠点施設の整備等に重点的に取り組む。

① 推進体制の整備・充実（４，０００千円）

・ 官民一体となった競技力向上対策本部の組織体制の強化

・ 強化対策委員会や各専門委員会の活動の充実

② 選手の発掘・育成・強化（２５６，３２２千円）

・ 中学校や高等学校の強化指定校等の支援を拡充

・ 県内全域から選考された体力・運動能力に優れた小中学生のスキルを総合的に

向上させるプログラムや競技人口の少ない競技に特化した強化事業等を計画的・

継続的に実施

・ 国スポ開催時に少年種別の主力となるターゲットエイジ（開催年の中学校３年

生から高校３年生）の有望選手に対し、指定選手として県外遠征や強化合宿等への

支援を行い、重点的かつ計画的に育成・強化

・ 成年種別の中心として活躍が期待される大学生や社会人への活動支援等を拡充

・ 競技実績のあるアスリート等の確保

・ 本県出身のふるさと選手が強化合宿等に参加しやすい環境を整え、ふるさと選

手招へいのための競技団体等の活動をサポート

③ 指導体制の充実・強化（２１，８８７千円）

・ 各競技団体が主体となり、ジュニア世代から成年世代まで、各世代の発達段階

に応じた目標を設定した「一貫指導体制」を確立するため、高度な指導技術を有

する全国的に著名な指導者を、本県代表チームのアドバイザーとして招へい

・ 現在活躍している県内指導者を、国内トップレベルの研修会やトップチームの

視察等に派遣

④ 環境条件の整備（１，６５６，２５３千円）

・ 選手の体調等のデータ管理体制の構築やアスレチックトレーナーの効果的な派遣

・ 本大会に向けた県全体の機運醸成のための新聞やＳＮＳ等を利用した代表選手・

チーム等の紹介

・ 不十分な練習施設環境を解消し、効果的に競技力の強化を図るため、各競技団体

が選手の育成や強化を実施する「練習拠点施設」等を整備
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

[整備計画（完成年度） ※Ｒ５年度以降は予定]

Ｒ３ 新設：アーチェリー場

Ｒ４ 新設：水球プール、体操場、相撲場、照明（補助球技場）

Ｒ５ 新設：屋内走路、照明（陸上競技場）

改修：富田浜漕艇場浚渫、ライフル射撃競技場、合宿所

Ｒ６ 新設：スポーツクライミング施設（リード壁、ボルダリング壁）

改修：自転車競技場

３ 事業の効果

少年種別・成年種別それぞれに対しての効果的な強化支援により、天皇杯獲得に向けた

競技力向上が図られる。また、本県の競技力の維持・向上やスポーツの振興、スポーツラ

ンドみやざきの展開等にも寄与できる。

宮崎工業高校 水球プール（イメージ図） 体操場（イメージ図）
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(1) コロナ禍からの復興と新たな成長活力の創出

○新ふるさとの宝を未来へつなぐ 文化財情報整備事業
文化財課

１ 事業の目的・背景

近年の激甚化・頻発化する災害から貴重な文化財を守り、未来へ守りつないでいくとと

もに、文化財の指定等のさらなる推進を図るため、市町村と連携し、県内の未指定を含め

た文化財の調査および文化財情報のデータベース化を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，４２６千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 文化財の情報整備

・文化財に関する写真や図面等の収集・デジタル化

・文化財情報のリスト作成及びデータベース化

② 未指定を含めた文化財調査

・文化財の現況及び所在把握のための調査

・未指定文化財の掘り起こしのための調査

③ 国指定・県指定に向けた文化財詳細調査

・専門家を招へいしての文化財の詳細調査

３ 事業の効果

県内文化財に関する情報を把握・一元化することにより、災害発生時に被災文化財の迅

速な救出・復元が可能になるとともに、文化財の基本情報を基に文化財指定の推進を図る

ことができる。

また、市町村の文化財の保存・活用に関する取組を支援することにより、市町村職員の

人材育成も図られ、県民の財産である貴重な文化財の滅失防止に資する。
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(2) 人口減少対策の取組強化

(2) 人口減少対策の取組強化

①　少子化対策の着実な推進と次代を創る子どもたちの育成

予算額
（千円）

ページ

妊活スタート応援事業 4,500 87

フレフレハレ晴れ！ひなたの結婚応援事業 20,000 87

県・市町村少子化対策連携事業 10,000 88

里親が育て、社会が支える！里親委託総合推進事業 40,631 88

ヤングケアラー等支援体制整備事業 21,393 89

未来を拓く！特別支援学校「自立と社会参加」推進事業 1,651 90

運動大好き！子どもの体力アップ事業 2,437 90

部活動改革推進事業 34,573 91

県民みんなで家庭教育応援事業 1,552 92

みやざきの子どもを守る総合支援事業 89,988 93

②　未来を支える産業人財の育成・確保

予算額
（千円）

ページ

○みやざき産業人財確保支援基金事業 29,320 94

デジタル時代における産業人財育成事業 42,060 94

デジタル化はじめの一歩応援事業 3,200 95

外国人介護人材受入支援事業 2,541 96

介護福祉士養成施設学生支援事業 14,220 96

介護の職場環境改善促進・職場リーダー育成事業 4,509 97

「みやざき林業大学校」担い手育成総合研修事業 97,532 97

中・高校生の県内就職促進事業 44,258 98

○県外学生UIJターン就職サポーター事業 17,659 99

外国人材受入支援事業 8,730 99

○外国人技能実習生等受入事業者支援事業 124,266 100

農業で「稼ぐ」経営力強化事業 22,613 100
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(2) 人口減少対策の取組強化

予算額
（千円）

ページ

みやざき新規就農者育成総合対策事業 101

○みやざきアグリプレーヤー確保・育成事業 10,135 101

農業外国人材確保定着促進事業 7,953 102

みやざき農業経営者総合サポート事業 24,332 102

農業経営体育成支援事業 117,098 103

宮崎県農業青年海外研修事業 2,955 103

○畑かん活用農業経営体チャレンジ支援事業 5,378 104

未来へつなぐ漁業担い手育成総合対策事業 10,368 104

未来へつなぐ建設産業担い手確保・育成支援事業 28,746 105

ふるさとみやざき土木の魅力発信事業 1,075 106

1,012,575
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○新妊活スタート応援事業
健康増進課

１ 事業の目的・背景

不妊症を早期に発見し、適切な治療につなげるため、不妊検査を希望する夫婦に対し、

費用助成事業を実施する市町村への補助を通じて、不妊検査受検への支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，５００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度（(5) ②については令和４年度）

(4) 実施主体 市町村

(5) 事業内容

① 不妊検査費助成事業費補助金（補助率１／２以内）

不妊検査の費用助成（自己負担額の２／３、妻の年齢が30歳未満の場合は全額、

夫婦１組につき１回限り。上限30,000円）を行う市町村への補助

※令和４年10月から開始予定。

② 旧一般不妊治療費助成事業費補助金の経過措置（補助率１／２以内）

旧補助金の対象としていた人工授精などの一般不妊治療費に対する市町村の助成金

のうち、令和３年度中に治療が終了したもの等に対する補助

３ 事業の効果

不妊症を早期に発見し、適切な治療につなげることにより、子どもを授かる夫婦の増加

を促進し、もって、少子化の改善に資する。

○新フレフレハレ晴れ！ひなたの結婚応援事業

こども政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍の影響も懸念される婚姻数の減少や少子化の加速に歯止めをかけるため、県内

の若い世代を対象に、結婚や家庭についてのポジティブなイメージの醸成を図るととも

に、結婚サポートセンターの利用を促進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２０，０００千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 結婚気運醸成のための動画作成・配信

県内の若い世代を中心に結婚や子育てに抱いている不安を和らげるような情報発信

② 県民参加型結婚応援キャンペーン

・ 県内の夫婦や家族の幸せそうな画像等を募集・発信

・ 大学生等を対象に、婚活イベントの企画コンテストを実施

③ みやざき結婚サポートセンター会員登録促進（会費減免）

３ 事業の効果

結婚や子育てに対する若い世代の理解が深められるとともに、みやざき結婚サポートセ

ンターの会員登録促進等により、県内婚姻数及び出生数の向上が期待できる。

(2) 人口減少対策の取組強化
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○新県・市町村少子化対策連携事業
こども政策課

１ 事業の目的・背景

本県は、都道府県ベースでは比較的高い合計特殊出生率を維持しているが、平成２５～

２９年の市町村別の合計特殊出生率では１．４８～１．９６と開きがある。そこで、子育

て支援サービスや家族・住生活など、少子化に影響を及ぼすと考えられる要因について、

市町村ごとの分析を行うことで見えてくる弱点や課題を踏まえ、県がその改善に向けた取

組を実施する市町村を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，０００千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 市町村

(5) 事業内容

県が提供する客観的指標の分析を基に、弱点と思われる分野を改善するための、新た

な少子化対策の取組への支援（補助率 定額）

３ 事業の効果

客観的指標を基にした効果的な少子化対策事業の実施と、モデル事業の他市町村への波

及により、将来的な合計特殊出生率の上昇が図られる。

○改里親が育て、社会が支える！里親委託総合推進事業

こども家庭課

１ 事業の目的・背景

様々な事情により保護者の元で生活することができない児童が、里親等の家庭的な環境

で養育を受けられるよう、官民一体となった支援体制を構築し、里親委託の促進を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４０，６３１千円

(2) 財 源 国庫：２６，８５２千円 一般財源：１３，７７９千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 里親普及促進センターみやざき設置運営事業

・ 里親制度の普及啓発から児童とのマッチングまで一貫した里親支援業務を実施

・ 里親の資質向上に向けた研修及び委託後のフォローアップ支援

② 里親トレーニング事業

児童家庭支援センターに里親トレーナーを配置し、乳幼児の子育て実習をはじめと

する里親への実践的なトレーニングを実施

③ 里親制度広報啓発事業

・ テレビやインターネット等を活用した広報啓発の実施

・ 商工団体等と連携した企業等への啓発活動を実施

３ 事業の効果

里親制度への理解促進と里親の資質向上等により、家庭的な環境で養育を行う里親等へ

の委託の増加につながることで、社会的養護が必要な児童の養育環境の充実が図られる｡

(2) 人口減少対策の取組強化
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(2) 人口減少対策の取組強化

○新ヤングケアラー等支援体制整備事業
こども家庭課

１ 事業の目的・背景

家族の介護や幼いきょうだいの世話等を行っているヤングケアラーの現状について、学

校を通じた生徒等への調査により、本県における実態の把握を行うとともに、相談対応を

行う窓口の機能強化により、ヤングケアラーはもとより、様々な困難を抱える子ども・若

者を適切な支援に繋ぐことができる相談・支援体制の構築を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２１，３９３千円

(2) 財 源 国庫：１０，９４９千円 一般財源：１０，４４４千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① ヤングケアラーの実態調査・把握事業

学校や中高生等を対象としたアンケート調査及びスクールソーシャルワーカー等の

支援者を対象としたアンケート・ヒアリング調査の実施

② 関係機関職員研修

教育関係者や子ども子育て支援者など、ヤングケアラーへの支援に携わる関係職員

を対象とした研修の実施

③ ヤングケアラー・コーディネーター配置事業

「子ども・若者総合相談センター」へのコーディネーター配置によるヤングケアラ

ーを必要な福祉サービス等へ繋ぐ相談体制の整備

３ 事業の効果

ヤングケアラー等についての理解促進と相談体制の一層の整備を図ることで、様々な困

難を抱える子ども・若者を早期に発見し、多機関連携によるきめ細かな支援に繋げること

ができる。

【出典】厚生労働省「ヤングケアラーの実態に関する調査研究」一部抜粋
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(2) 人口減少対策の取組強化

○新未来を拓く！特別支援学校「自立と社会参加」推進事業
特別支援教育課

１ 事業の目的・背景

特別支援学校の幼児児童生徒の自立と社会参加に向けた主体的な取組を推進するため、

特別支援学校における教育の充実や教育体制の推進を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，６５１千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 社会的自立を見据えた職業教育及びそれを支える資質・能力を培う教育の充実

・ 新時代に対応し就労につながる作業学習の開発

・ 自立につながる就労支援の推進

・ 研究指定校におけるＩＣＴを活用した指導方法の研究及び公開授業の実施

② 教育的ニーズに応じた専門性を支える教育体制の推進

・ 学校支援アドバイザーの派遣

３ 事業の効果

職業教育や自立を目指した取組、外部専門家との連携により、新しい時代を生きていく

幼児児童生徒の障がいによる生活や学習上の困難を改善・克服するための特別支援学校の

教育の充実が図られる。

○改運動大好き！子どもの体力アップ事業

スポーツ振興課

１ 事業の目的・背景

児童生徒の体力向上のため、体力テストのデータを分析し、本県の課題に応じた研修会

を実施するとともに、児童がスポーツに触れる機会を確保するために、スポーツ教室やス

ポーツフェスタを開催する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，４３７千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②③④、宮崎県小学校体育連盟⑤

(5) 事業内容

① 体力テストの分析結果から、体力向上のための方策を検討する対策会議の開催

② 体力向上について顕著な成果を上げている学校を体力つくり優良校として表彰

③ 本県の体力の課題に特化した、小学校体育科指導力向上のための研修会の実施

④ 体力向上に向けた指導者養成研修の実施

⑤ 児童の実態に即したスポーツ教室、スポーツフェスタの実施

３ 事業の効果

児童生徒の体力・運動能力を高め、生涯にわたる心身の健康の保持増進と豊かなスポー

ツライフの実現に資する。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改部活動改革推進事業
スポーツ振興課

１ 事業の目的・背景

公立中学校及び県立学校における教員の負担軽減を図るため、部活動指導員を配置す

る。また、部活動指導員配置の趣旨等の周知徹底を図るとともに、効率的な部活動運営を

推進するため、部活動指導員や運動部顧問及び外部指導者に対しての研修会を実施する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３４，５７３千円

(2) 財 源 国庫：９，８２５千円 一般財源：２４，７４８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 市町村①、県①②

(5) 事業内容

① 部活動指導員配置事業（市町村立中学校、県立学校）

教員の負担軽減につながる部活動指導員の配置

② 部活動効率化研修事業

効率的な部活動運営を推進するための部活動指導員や運動部顧問及び外部指導者に

対しての研修会の実施

３ 事業の効果

部活動指導員を配置することにより、教員の時間外業務時間が削減されるとともに、教

員の心理的負担が軽減される。また、部活動指導員による効果的・効率的な指導が行われ

ることにより、競技力が向上する。

※ Ｒ５年度以降の配置数は見込み
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改県民みんなで家庭教育応援事業
生涯学習課

１ 事業の目的・背景

家庭教育を行う保護者を支援するため、学習機会や情報の提供、人材の育成、環境づく

りを行い、県民総ぐるみで家庭教育を支援する機運の醸成を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，５５２千円

(2) 財 源 国庫：５１７千円 一般財源：１，０３５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 学びのアップデート（家庭教育に関するプログラムの充実）

・ 「みやざき家庭教育サポートプログラム(以下、サポ・プロ)」の活用・派遣

・ 家庭教育支援に関する取組の広報及び啓発

② 人材の育成

・ 「サポ・プロ」トレーナー(一般・大学生)の養成や資質向上の研修会の実施

・ 各地域における家庭教育応援会議の実施(県内７地区)

③ 環境づくり

・ 家庭教育支援に関する有識者等による推進会議

・ 庁内関係各課との連絡会

・ 各市町村担当者への研修会

３ 事業の効果

家庭教育支援に係る組織的な対応の促進、人材育成、広報・啓発を行うことにより、家

庭の教育力の向上と地域による支援の強化につながり、県民みんなで家庭教育を応援する

支援体制の推進を図ることができる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改みやざきの子どもを守る総合支援事業
人権同和教育課

１ 事業の目的・背景

公立学校における生徒指導上の様々な課題に対応するために、スクールカウンセラー等

の専門家の配置・派遣を拡充し、電話相談窓口とあわせて教育相談体制を充実させるとと

もに、いじめ問題に係る支援体制整備といじめの未然防止の取組の充実を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８９，９８８千円

(2) 財 源 国庫：２９，３７４千円 一般財源：６０，６１４千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①～⑥、市町村②

(5) 事業内容

① スクールカウンセラー（ＳＣ）の配置・派遣

② スクールソーシャルワーカー（ＳＳＷ）の配置・派遣（補助率 ３／５以内）

③ 教育相談窓口の運用：２４時間対応可能な電話相談体制

④ いじめ問題の解決に向けた取組：県立学校で発生したいじめに対する緊急支援等

⑤ いじめの未然防止に向けた取組：いじめの未然防止に関する取組推進校７校の指定

⑥ ネットトラブル等の未然防止の取組：ＩＴアドバイザー派遣の充実等

３ 事業の効果

スクールカウンセラー等の配置・派遣や電話相談窓口の運用により、問題の未然防止と

早期対応が図られ、子どもの心理的負担を軽減することができる。

児童生徒が主体となったいじめの未然防止やネットトラブル等の未然防止などに取り組

むことにより、教育相談とあわせて総合的な生徒指導体制を構築することができる。
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みやざき産業人財確保支援基金事業
産業政策課

１ 事業の目的・背景

県内に就職した若者に対し、県内企業等と連携を図りながら奨学金返還を支援すること

により、宮崎の将来を担う産業人財の県内定着を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２９，３２０千円

(2) 財 源 みやざき産業人財確保支援基金：２１，７６８千円

寄附金：７，５５２千円

(3) 事業期間 平成２９年度～令和１２年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

県内企業等に就職した大学生等に対し、当該企業と県が共同で積み立てた「みやざき

産業人財確保支援基金」から奨学金返還支援金を給付

３ 事業の効果

若者の県内企業等への就職を促進することにより、今後の地域や産業の担い手が確保さ

れ、本県経済の活性化が図られる。

○改デジタル時代における産業人財育成事業

産業政策課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍により先行き不透明感が増す社会・経済環境に対応するため、デジタル時代に

活用できるビジネススキルを備えた産業人財を育成することで、本県産業の成長促進や良

質な雇用の場の確保、働く場所の魅力向上を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４２，０６０千円

(2) 財 源 国庫：３３，６４８千円 人口減少対策基金：８，４１２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

県内企業等の経営者や次世代経営者、リーダー、若手社員など各階層ごとに、デジタ

ル技術やビジネススキルなどを修得する研修を実施

３ 事業の効果

産業人財の育成を通じ本県企業が成長することで、若者の県内企業等への就職を促進す

ることにより、今後の地域や産業の担い手が確保され、本県経済の活性化が図られる。

(2) 人口減少対策の取組強化
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○新デジタル化はじめの一歩応援事業
情報政策課

１ 事業の目的・背景

県民誰もがデジタル社会の恩恵を受けられるよう、目的やレベルに応じたきめ細かいデ

ジタル化の支援を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，２００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① デジタル化支援窓口

デジタル化に取り組む際の相談を受け付ける「宮崎デジタルよろず相談窓口」を設

置し、相談内容に応じて国・県・市町村等の支援策やアドバイザー等を紹介する。

② プログラミングチャレンジ事業

中山間地域の小学生を対象に、プログラミングへの興味・関心を持ち、プログラミ

ング技術を身につけられるよう勉強会等を開催する。

３ 事業の効果

県民がデジタル化への最初の一歩を踏み出す際の支援を行い、デジタル化に取り組みや

すい環境を整えることで、誰一人取り残されることなく、デジタル化の恩恵を実感できる

「人に優しい人間中心のデジタル社会」の実現に寄与する。

【デジタル化支援窓口】

【プログラミングチャレンジ事業】

(2) 人口減少対策の取組強化

- 95 -



(2) 人口減少対策の取組強化

○新外国人介護人材受入支援事業
長寿介護課

１ 事業の目的・背景

介護に携わる外国人材には高い語学力が求められるため、介護に関連する日本語等の研

修を実施することにより、外国人介護人材の語学力向上等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，５４１千円

(2) 財 源 国庫

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

介護に関連する日本語等の研修をオンラインや集合形式により実施

３ 事業の効果

外国人介護人材の語学力向上等が図られるとともに、外国人介護人材間のネットワーク

づくりにつながり、円滑な就労と職場定着が促進される。

○新介護福祉士養成施設学生支援事業

長寿介護課

１ 事業の目的・背景

県内就職率が高い介護福祉士養成施設の学生に対し、学生が負担する実習費の一部を助

成することにより、介護を学びやすい環境を整備する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １４，２２０千円

(2) 財 源 地域医療介護総合確保基金

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 介護福祉士養成施設

(5) 事業内容

介護福祉士養成施設の学生に対する実習費の助成（学生一人当たり上限年額３万円）

３ 事業の効果

介護福祉士養成施設の定員充足率が向上し、介護人材の安定的な確保につながる。

介護実習の様子
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改介護の職場環境改善促進・職場リーダー育成事業

長寿介護課

１ 事業の目的・背景
介護人材の離職防止による定着と新規就労の促進を図るため、介護事業者に向けて職場

環境の改善（働きやすい・働きがいのある職場づくり）に関する講演会及び研修を実施す
る。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ４，５０９千円

(2) 財 源 地域医療介護総合確保基金
(3) 事業期間 令和４年度～６年度
(4) 実施主体 県
(5) 事業内容
① 職場環境の改善促進事業

経営者・管理者等を対象に職場環境改善をテーマとした講演会を開催
② 職場リーダー育成事業

管理者・リーダー層を対象に職場のリーダー育成のための地域別研修の実施

３ 事業の効果

介護業界の「働きやすい・働きがいのある職場づくり」に取り組む意識の向上や職場づ
くりを推進する職場リーダーの育成により、介護人材の離職防止による定着と新規就労の
促進が図られる。

○改「みやざき林業大学校」担い手育成総合研修事業

森林経営課

１ 事業の目的・背景
「みやざき林業大学校」において、実践的な人材育成を総合的に行うため、本県林業・

木材産業が求める人材に対応した各種の研修を、きめ細かく効果的に実施するとともに、
研修の充実に必要な環境整備等を行う。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 ９７，５３２千円
(2) 財 源 国庫：１８，８１０千円 森林環境譲与税基金：７６，９３８千円

林業担い手対策基金：１，７８４千円
(3) 事業期間 令和４年度～６年度
(4) 実施主体 県
(5) 事業内容

① 研修事業
実践的な知識や技術の習得に加え、森林経営管理を担う人材や意欲と能力のある林

業経営者の養成などの人材育成を総合的に実施
② 運営事業

研修指導員の配置など研修体制の充実を図るとともに、オープンキャンパスの開催
など積極的な広報・募集活動を実施

③ 研修環境整備事業
苗木生産研修用ハウスの整備など、受講生が効果的に学習できる環境を整備

３ 事業の効果
研修内容及び研修環境の充実を図ることにより、林業大学校の魅力を高め、新規就業者

の確保や技術力の向上が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改中・高校生の県内就職促進事業
雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

高校生の県内就職を促進するため、高校生のほか、中学生や中・高校生の保護者・教職

員を対象に、県内事業者との意見交換会や企業説明会等を開催し、宮崎で働くことの良さ

や県内企業の魅力を発信する取組の強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４４，２５８千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 国立大学法人宮崎大学（産業人財育成プラットフォーム事務局）①、

県②③

(5) 事業内容

① 主に高校生向けの就職総合情報サイトの充実・活用促進（補助率 定額）

② 県内企業と高校が連携した実践的な人材育成

③ 県内事業者との意見交換会及び企業説明会等の開催

県内事業者との意見交換会（中学生）、企業説明会（高校生）、宮崎で働く魅力発

信セミナー（保護者）、県内優良企業の見学会（教職員）等の実施

３ 事業の効果

高校生の県内就職率の向上、早期離職防止及び県外に進学等した場合の将来的なＵター

ン就職につながる。

企業と連携した人材育成 就職説明会
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(2) 人口減少対策の取組強化

県外学生ＵＩＪターン就職サポーター事業
雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

県外に進学した学生等の県内企業への就職を促進するため、専任のサポーターによる県

内就職情報の提供や県内企業への就職相談の対応を行うほか、県内企業が参加する就職

説明会を開催する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １７，６５９千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① ＵＩＪターン就職サポーターによる就職情報の提供及び学生への相談対応

・ 就職支援協定校のほか、本県出身者が在籍する県外大学等のキャリアセンターと

連携し、在籍する学生に対して、県内企業及び就職情報を提供

・ 県内就職を希望する学生に対して、個別相談を実施

② 県外学生等を対象とした就職説明会開催

３ 事業の効果

大手企業と比較して就職情報の少ない県内企業と県外学生との接点を作ることで、県内

企業への就職促進が図られる。

○改外国人材受入支援事業
雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

県内企業等の適正かつ円滑な外国人材の受入れを促進するため、受入れに関する情報提

供等を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，７３０千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 外国人留学生等を対象とした就職相談やマッチング支援、事業者向けセミナーの開

催

② 外国人材受入情報発信

・ 外国人材受入優良事例や受入制度等を伝える事業者向け冊子を作製

・ 県内で働く外国人材や相談窓口等を紹介する外国人材向け冊子を作製

３ 事業の効果

県民や事業者の理解が促進されることにより、外国人材から選ばれる受入環境を整備す

ることで、県内企業等の人材確保や海外展開が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

外国人技能実習生等受入事業者支援事業
雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

新型コロナの水際対策として、国が要請する宿泊施設での待機等を行う外国人技能実習

生等を受け入れる県内事業者の負担軽減を図るため、外国人技能実習生等受入事業者等が

追加的に負担する宿泊費等の経費の一部を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １２４，２６６千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県内事業者、監理団体

(5) 事業内容

外国人技能実習生及び特定技能外国人の宿泊費、交通費、出入国の際のＰＣＲ検査費

及び陰性証明書発行費を支援（補助率 ２／３以内）

３ 事業の効果

県内事業者の負担軽減が図られ、外国人技能実習生等の円滑な受入れにつながる。

○改農業で「稼ぐ」経営力強化事業

農業普及技術課

１ 事業の目的・背景

農業の担い手が減少・高齢化する中、経営管理能力の高い産地の担い手を育成するた

め、新規就農者や主業農家への経営コンサルティング及び大規模・法人経営の伴走支援

体制の構築や指導人材の育成とともに、地域の共通課題を解決するサポート体制の整備

を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２２，６１３千円

(2) 財 源 国庫：７００千円 一般財源：２１，９１３千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 宮崎県農家経営支援センター①②、県③

(5) 事業内容

① 産地の担い手経営支援事業（補助率 １／２以内）

経営健康診断によるモニタリングと新規就農者向けの経営コンサル、産地ビジョン

の作成・実現、産地の共通課題を解決するサポート体制の整備を支援

② 支援センター運営・法人等経営強化事業（負担割合 １／２以内）

農家経営支援センターの運営支援及び法人等経営コンサル、体系的農業者研修、指

導員のコーディネート能力向上研修を実施

③ 経営指導人材活躍事業

農業経営指導士や普及指導員による経営支援活動を実施

３ 事業の効果

農業経営体の発展段階に応じた伴走支援の充実・強化及び産地の課題解決をサポートす

る体制整備により、担い手の経営改善や規模拡大が進み、産地力の強化が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○新みやざき新規就農者育成総合対策事業

農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

本県農業の次世代を担う人材の確保・育成を図るため、就農に向けた研修資金や経営開

始に向けた資金等を交付するとともに、県立農業大学校の教育カリキュラムの充実・強化
を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０１２，５７５千円
(2) 財 源 国庫：８５０，０７５千円 一般財源：１６２，５００千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 宮崎県農業振興公社・市町村・農業団体等①、県②

(5) 事業内容
① 新規就農者育成事業 （補助率 定額、１／２以内、３／４以内）

就農研修生、農業経営を開始する認定新規就農者に対し資金を交付するとともに、

農業団体等が行うサポート体制構築に向けた取組を支援

② 農業大学校教育カリキュラム強化事業
ＧＡＰ（農業生産工程管理）、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理、アグリビジネスなど

の教育内容を強化

３ 事業の効果
就農希望者の多様なニーズに応じた幅広い支援の実現と県立農業大学校の魅力ある教育

体制の実現により、新規就農者の確保と定着が図られる。

みやざきアグリプレーヤー確保・育成事業
農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

農業の担い手の減少が一層進むことが見込まれる中、新たな担い手となる新規就農者等

の確保・育成を図るとともに、青年・女性農業者の研修会の開催やネットワークづくり
などの自発的活動を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，１３５千円
(2) 財 源 国庫：１，７００千円 一般財源：８，４３５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 宮崎県農業振興公社①、宮崎県ＳＡＰ会議連合②、県内各女性団体③

(5) 事業内容
① 新規就農者確保・育成体制整備事業（補助率 定額）

新規就農者の積極的な確保や就農に向けたサポート体制を整備

② 青年農業者育成強化事業（補助率 定額）

青年農業者の研修会の開催やネットワークづくりなどの自発的活動を支援
③ 女性の活力でリードする農山漁村パワーアップ事業（補助率 定額）

各地域の女性農業者の交流促進や、女性の知恵や工夫を活かして経営の多角化や作

業環境の改善などに取り組む組織を支援

３ 事業の効果

就農支援体制の整備、青年・女性農業者の経営力向上やネットワーク強化、働きやすい

環境づくりを推進することにより、本県農業を支える多様な担い手を確保する。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○新農業外国人材確保定着促進事業
農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

農業分野における外国人材受入の新たな体制構築のため、多言語化による就労現場での

事故回避対策の研修や環境整備を実施するとともに、国内外の受入機関や送出機関との連

携強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７，９５３千円

(2) 財 源 人口減少対策基金：７，９５３千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①②、市町村①、みやざき農業人材確保支援会議②

(5) 事業内容

① 多言語人材就労環境整備モデル事業（補助率 １／３以内）

外国人材に対応した労務管理研修や多言語化対応の環境整備の支援

② 外国人材確保定着促進事業

・外国人材確保に向けた国外調査や国内外機関との連携に対する支援

（補助率 １／２以内）

・外国人材の定着・確保へ向けた職員配置等

３ 事業の効果

本県農業における受入体制の構築により、外国人材が安心して本県を選び、実習・就労

するための環境整備の実現が図られる。

○改みやざき農業経営者総合サポート事業

農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

経営意欲のある農業者等の法人化・規模拡大・労務管理等の経営課題解決へ向け、専門

家派遣による経営改善の支援を実施するとともに、窓口となる農業経営相談所の機能強化

を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２４，３３２千円

(2) 財 源 国庫：２４，０００千円 一般財源：３３２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県②、農業者①

(5) 事業内容

① 農業経営法人化支援（補助率 定額、上限２５万円）

経営相談等をした雇用環境の改善に取り組む農業者の法人化を支援

② 農業経営者サポート事業

農業経営相談所の機能強化や専門家派遣による経営改善の支援

３ 事業の効果

農業経営相談所の機能強化や専門家派遣等の支援により、様々な経営課題を解決し、本

県農業経営体の法人化や規模拡大が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改農業経営体育成支援事業
農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

地域が目指すべき将来の農地集約化の実現を図るため、生産の効率化に必要な農業用機

械・施設の導入を支援するとともに、本県農業経営体の更なる経営発展を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１７，０９８千円

(2) 財 源 国庫：１１７，０４９千円 一般財源：４９千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 市町村

(5) 事業内容

① 融資主体補助型（補助率 ３／１０以内）

人・農地プランに位置付けられた経営体等を対象として、生産効率化や経営高度化

に必要な農業用機械・施設の導入支援

② 条件不利地域補助型（補助率 １／２、１／３以内）

経営規模が小規模・零細な地域での共同利用機械・施設の導入支援

３ 事業の効果

本県農業の担い手の規模拡大や生産性向上により、更なる経営発展が実現される。

○改宮崎県農業青年海外研修事業

農業担い手対策課

１ 事業の目的・背景

幅広い視野や国際感覚を持った農業者を育成するため、本県農業青年の海外研修への参

加を支援するとともに、海外からの農業青年を受入れ、交流を通じて相互理解を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２，９５５千円

(2) 財 源 国庫：１，５００千円 一般財源：１，４５５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①～③、研修生①②、ブラジル宮崎県人会③

(5) 事業内容

① 海外派遣研修（補助率 １／２以内）

国際農業交流協会の海外研修に参加する本県農業青年の研修を支援

② ブラジル国派遣研修（補助率 １／２以内）

本県農業青年のブラジル国派遣に伴う渡航費用の支援や現地研修を実施

③ 農業青年国際交流受入研修（補助率 １／２以内）

ブラジル農業青年の本県受入に伴う渡航費用の支援や県内研修を実施

３ 事業の効果

海外への派遣や受入により、国際感覚を持った農業青年の育成が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

畑かん活用農業経営体チャレンジ支援事業
農村計画課 畑かん営農推進室

１ 事業の目的・背景

畑地かんがい受益地内に畑かん利用を波及させ、賢く稼げる農業を実現するため、新た

な畑かんマイスター候補となる農業経営体の畑かん営農へのチャレンジを支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，３７８千円

(2) 財 源 中山間ふるさと保全基金：４，５００千円 一般財源：８７８千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 新たな畑かんマイスター候補を育成するために、畑かん効果の研修会や現地実証ほ

視察等による技術の継承及び最新の省力型散水技術の普及促進

② ひなたＭＡＦｉＮや畑かん振興大会等による畑かん効果のＰＲ

３ 事業の効果

畑かんを活用する農業経営体が増えることで、需要が増加している加工・業務用野菜等

のニーズに適応した産地づくりを振興し、収益の向上を図る。

○改未来へつなぐ漁業担い手育成総合対策事業

水産政策課

１ 事業の目的・背景

本県水産業の生産性向上と持続性の両立による成長産業化を図るため、新規就業者の確

保・育成や高収益型漁業への転換に係る経営指導などをワンストップで行う（公社）宮崎

県漁村活性化推進機構の取組を総合的に支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，３６８千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 （公社）宮崎県漁村活性化推進機構

(5) 事業内容

公益法人の漁業就業者の確保・育成及び経営指導等に係る運営を支援

（補助率 １／２以内、定額）

３ 事業の効果

（公社）宮崎県漁村活性化推進機構の取組を支援することにより、意欲ある漁業の担い

手確保や競争力のある漁業経営体の育成が効果的に図られる。

- 104 -



(2) 人口減少対策の取組強化

○新未来へつなぐ建設産業担い手確保・育成支援事業
管 理 課

技術企画課
１ 事業の目的・背景

建設産業の深刻な担い手不足に対応するため、建設企業の働き方改革・生産性向上への

支援や産業の魅力発信など、担い手確保・育成に資する取組を産学官連携の下、総合的に

展開し、本県建設産業の持続的発展につなげる。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２８，７４６千円

(2) 財 源 国 庫：１１，０００千円（臨時交付金）

一般財源：１７，７４６千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 建設業団体①、県②～④

(5) 事業内容

① 県内就職や企業の採用力向上への取組支援（補助率 １／２、定額）

高校生等に産業・企業を知ってもらう取組や担い手コーディネーターの設置を実施

② 情報発信の強化

産業の魅力や企業情報、各種支援制度等を一体的に発信するポータルサイトを構築

③ 建設企業のＩＣＴ化の促進

建設ＩＣＴ研修等を通じて、生産性向上・働き方改革に取り組む建設企業を支援

④ 建設技術者のキャリアアップ（資格取得等）支援

技術者の資格取得や研修受講等を支援する建設企業に対する助成を実施

３ 事業の効果

建設産業の魅力を高めるとともに、産業・企業等の情報を積極的に発信することにより、

若年者を中心とする担い手の確保・育成が図られる。
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(2) 人口減少対策の取組強化

○改ふるさとみやざき土木の魅力発信事業
技術企画課

１ 事業の目的・背景

国土強靱化の推進や自然災害への迅速な対応には、県民の理解と協力が必要不可欠であ

るため、公共事業の必要性・重要性について広く情報を発信するとともに、建設産業の未

来を担う次世代へのＰＲを推進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０７５千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容 【出前講座】

① 広報活動の充実

地域住民の意見やニーズの把握、ＳＮＳ等を活用した情報発信を実施

② ストック効果事例集の作成

インフラ整備により、地域経済の活性化等が図られた事例を周知する冊子及びパネ

ルを作成

③ 小中学生等を対象にしたＰＲイベント

小中学生等を対象に、出前講座や土木作業（コンクリート打設や測量等）の体験学

習、施工中の現場見学会、インフラツーリズムを実施

３ 事業の効果

未来の建設産業を担う小中学生を含めた県民の建設産業等への理解が深まることで、公

共事業の円滑な進捗や安全・安心な地域づくりが推進される。
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(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり

①　強靭な県土づくりの着実な推進

予算額
（千円）

ページ

防災情報システムのデジタル強靱化事業 24,107 109

災害対応車両整備事業 52,598 109

防災救急ヘリコプター機体更新調査事業 1,295 110

災害時アスベスト飛散防止対策事業 8,085 110

○公共道路維持事業 111

○公共河川事業 112

○高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業 3,364 113

警察署建替調査事業 3,300 113

②　持続可能な魅力ある地域づくりの推進

予算額
（千円）

ページ

宮崎県バスネットワーク最適化支援基金積立金 114

宮崎県バスネットワーク最適化支援事業 381,217 115

◎「宮崎ひなた生活圏づくり」の推進 43,435 115

○｢宮崎ひなた生活圏づくり」地域の絆ステップアップ事業 (20,935) 115

○中山間地域買物・物流支援事業 (14,500) 116

地域移動手段確保支援事業 (8,000) 116

◎移住・定住施策の推進

みやざきの魅力体感・つながり創出事業 4,023 117

ワーケーション受入推進強化事業 9,223 118

○わくわくひなた暮らし実現応援事業 181,369 118

○移住者受入環境整備・情報発信強化事業 55,766 118

移住者定着環境整備支援事業 7,144 119

地域おこし協力隊定着促進事業 1,501 119

6,905,107

3,525,000

1,300,039
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予算額
（千円）

ページ

アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業 7,400 120

高次脳機能障がい通所センター運営事業 1,734 120

医療的ケア児等在宅支援体制強化事業 29,340 121

海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業 5,614 122

優良産業廃棄物処理業育成支援事業 8,540 122

鳥獣保護区等周辺地域野生鳥獣管理対策事業 11,611 123

○しいたけ等特用林産物生産体制強化事業 41,515 123

農を核とした「みやざき新価値創造プロジェクト」推進事業 9,859 124

みやざきの持続可能な農山村づくり支援事業 26,199 125

○鳥獣に打ち勝つ魅力あふれる農山村づくり事業 731,574 126

○みやざき食の安全・県産県消推進事業 8,627 127

土地利用型農業産地再編・強化対策事業 10,504 127

ひなたの水辺愛護事業 5,854 128

学校と地域がつながる安全教育推進事業 3,736 128

歩行者事故ゼロに向けた交通安全対策事業 9,295 129
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○新防災情報システムのデジタル強靱化事業
危機管理課

１ 事業の目的・背景

災害対応時に情報共有するシステムの強靱化を図るため、防災情報共有システムの機能

や通信回線を強化するとともに、市町村の防災システムとのデータ連携機能を構築し、将

来の防災情報システムの多様化に備える。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２４，１０７千円

(2) 財 源 県債：１７，２００千円

雑入（市町村システム連携事業費）：４，９００千円

大規模災害対策基金：２，００７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 市町村が入力する住民発令等の情報をＬアラート（公共情報コモンズ）で発信する

機能の構築及び通信回線の冗長化

② 市町村が保有又は今後構築する防災システムと県の防災情報共有システム間の災害

情報等のデータ連携機能を構築

③ システムの運用を通じた改善・統合による防災情報共有システムの機能強化

３ 事業の効果

防災情報共有システムを強化し、将来のＩＣＴ化に対応することにより、災害対応時の

情報共有業務の効率化を図る。

○新災害対応車両整備事業

危機管理課

１ 事業の目的・背景

東日本大震災ではサービスステーションやタンクローリーの被災に加え、燃料の輸送が

停滞したため、燃料供給が大幅に停滞し、ガソリンの入手が困難となった。このことを

踏まえ、大規模災害発生時における災害対応車両の運行を確保するため、ガソリンより

入手しやすく、運搬や保管がしやすい軽油を燃料とするディーゼル車両を導入する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５２，５９８千円

(2) 財 源 県債：４７，３００千円 大規模災害対策基金：５，２９８千円

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

危機管理局、土木事務所、保健所等への災害対応車両（２２台）の整備

３ 事業の効果

大規模災害時における燃料不足のリスクを軽減し、円滑な災害応急対応に備えるととも

に、環境性能に優れたクリーンディーゼル車の導入により、温室効果ガスの排出削減を

図る。

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり
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○新防災救急ヘリコプター機体更新調査事業
消防保安課

１ 事業の目的・背景
現在、運航している防災救急ヘリコプター「あおぞら」が導入後１７年を経過し、更新

が必要となることから、後継機に求められる能力等について検討を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，２９５千円

(2) 財 源 大規模災害対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

防災救急ヘリコプター機種仕様検討委員会（仮称）において救急・救助活動等に求め

られる能力を検討の上、後継機の仕様を決定

３ 事業の効果

国が定めた消防防災ヘリコプターの安全運航に関する基準を満たし、求められる能力等

を備えた機体の仕様を定めることで、円滑な機体の更新に資するとともに、より能力の高

い防災救急活動が展開できる。

救助活動中の「あおぞら」 空中消火活動中の「あおぞら」

○新災害時アスベスト飛散防止対策事業

環境管理課

１ 事業の目的・背景

大規模災害時等における被災建物等からのアスベストの飛散防止に係る指導を強化する

ため、現場に持ち込んで建材等のアスベストの含有が確認できる機器（アスベストアナラ

イザー）を整備する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，０８５千円

(2) 財 源 大規模災害対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

アスベストアナライザーの整備

(アスベストアナライザー)

３ 事業の効果

大規模災害時等において建材等のアスベストの含有について現場で即時に確認すること

により、アスベストの飛散防止を徹底し、作業者及び周辺住民の健康を守る。

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり
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公共道路維持事業
道路保全課

１ 事業の目的・背景

道路施設等の老朽化対策や災害防止対策を実施するとともに、歩道整備等の交通安全対

策を実施し、災害に強い道路ネットワークの構築や安全・安心な道路交通環境の整備を推

進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ６，９０５，１０７千円

(2) 財 源 国庫：４，１０４，３８８千円

県債：２，５２０，２００千円

一般財源：２８０，５１９千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 道路施設の老朽化対策の推進

宮崎県公共施設等総合管理計画に基づき、橋梁、トンネルなど道路施設の個別管理

計画を策定し、定期点検を行うことにより、予防保全型の計画的な維持管理を実施

② 道路構造物等の災害防止対策の推進

道路法面の崩壊や河川隣接区間の道路流失等の災害を防ぐための防災・減災対策工

事を実施

③ 通学路等における交通安全対策の推進

学校、警察、市町村及び道路管理者などによる、通学路等の合同点検において抽出

された要対策箇所について、歩道の新設・拡幅等を実施

３ 事業の効果

道路施設等の計画的な維持管理や整備を推進することにより、道路機能の維持強化や安

全で快適な交通環境が確保され、地域住民の安全性や生活環境の向上等が図られる。

橋梁下面の劣化状況 橋梁点検状況

歩道整備（国道２２１号：小林市）
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公共河川事業
河川課

１ 事業の目的・背景

豪雨災害の激甚化・頻発化を踏まえ、事前防災のための河川整備を加速するとともに、

流域のあらゆる関係者との協働による、ハード・ソフトを組み合わせた流域治水を推進す

るため、令和３年に策定した「流域治水プロジェクト」に基づき、国の「防災・減災、国

土強靱化のための５か年加速化対策」も活用しながら、過去に浸水被害の発生した河川に

おける河道掘削や堤防整備等の河川改修、さらに想定最大規模の降雨に備え、水害リスク

情報の空白域の解消などを図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，５２５，０００千円

(2) 財 源 国庫 ：１，７１５，２７１千円

県債 ：１，５５６，９００千円

一般財源： ２５２，８２９千円

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

流域治水プロジェクトの推進に関連する主な事業

① 広域河川改修事業

・一ツ瀬川、深年川、広渡川等において堤防や護岸の整備等の河川改修を実施

② 水防災対策事業

・耳川において、輪中堤や宅地嵩上げによる家屋浸水対策を実施

③ 特定洪水対策等推進事業

・三財川や五十鈴川等において国土強靱化のための河道掘削や樹木伐採を実施

④ 総合流域防災事業

・洪水時の河川情報を確実に観測するため、水位観測局の耐水化を実施

・水害リスク情報の空白域を解消するため、洪水浸水想定区域図の作成を推進

３ 事業の効果

河川整備による治水安全度の向上と、住民避難の判断材料となる洪水浸水想定区域図の

情報提供等により、県民の安全安心な生活の確保が図られる。
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高速道路利活用促進・整備促進ＰＲ事業
高速道対策局

１ 事業の目的・背景

高速道路の県民利活用や整備を促進するため、県内高速道路の整備状況やストック効果

等を広く発信する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，３６４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容 利活用等促進ＰＲ、建設促進大会参加支援、開通記念事業開催支援

３ 事業の効果

県民の高速道路整備気運が醸成され、高速道路の一層の利活用や整備が促進される。

【利活用等促進ＰＲ】 【開通記念事業開催支援】

○新警察署建替調査事業

施設装備課

１ 事業の目的・背景

警察署庁舎は、県民の安全で安心な生活を守る治安・防災上の重要拠点として、機能の

維持と充実を図る必要があるため、老朽化が著しく、県民の利便性等に支障が生じている

警察署の更新整備に必要な調査を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，３００千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

都城及び高岡警察署庁舎建替に向けた移転候補地の選定条件の整理、物件情報の収集

３ 事業の効果

県民の利便性向上や災害対応力の強化及び警察力の最大限の発揮など、警察署の更新整

備において求められる要件を満たす最適な移転候補地の選定が期待できる。
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○新宮崎県バスネットワーク最適化支援基金積立金
総合交通課

１ 事業の目的・背景

人口減少による利用者減や、新型コロナの感染拡大に伴う人流の抑制により、既存バス

事業者による運行が困難となっている地域間幹線バス路線や、車両小型化等による効率的

運行を図る広域的バス路線について、持続可能な地域交通ネットワークの確立に必要な転

換コストを支援し、県民の移動手段の維持・確保を図るため、「宮崎県バスネットワーク

最適化支援基金」を設置する。

２ 基金の概要

(1) 基 金 総 額 １，３００，０３９千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事 業 期 間 令和４年度～８年度（５年間）

(4) 基金活用事業

① 地域間幹線バス路線転換支援

既存バス事業者が運行する地域間幹線バス路線について、新たな運行形態に転換す

る際に必要な費用に対して補助

② 広域的コミュニティバス路線転換支援

市町村が運行する広域的バス路線について、車両小型化等を軸とした「広域的コミ

ュニティバス路線」に転換する際に必要な車両購入費用に対して補助

③ 地域間幹線バス路線運行維持支援

既存バス事業者による運行継続が困難となっている地域間幹線バス路線で、新たな

運行形態へ転換するまでの間、運行維持に必要な支援を実施

④ 宮崎県地域公共交通計画策定

県内の持続可能な地域交通ネットワークの姿を示す「地域公共交通計画」につい

て、策定主体となる法定協議会を設置するとともに、当該計画を策定

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり

- 114 -



○新宮崎県バスネットワーク最適化支援事業
総合交通課

１ 事業の目的・背景

既存バス事業者による運行が困難となっている地域間幹線バス路線や、市町村が主体と

なって運行している広域的バス路線について、市町村や事業者等との協議に基づき、利用

実態に即した運行形態への転換を支援し、県民の移動手段の維持・確保を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３８１，２１７千円

(2) 財 源 国庫：２２３，５２９千円（臨時交付金）

宮崎県バスネットワーク最適化支援基金：１５７，６８８千円

(3) 事業期間 令和４年度～８年度

(4) 実施主体 県、市町村及び事業者

(5) 事業内容

基金活用事業として定めた以下の事業について、市町村や事業者等と協議が整った路

線から順次実施する。

① 地域間幹線バス路線転換支援（補助率 １／２以内）

② 広域的コミュニティバス路線転換支援（補助率 １／２以内）

③ 地域間幹線バス路線運行維持支援（補助率 １／２以内）

④ 宮崎県地域公共交通計画策定

※ 令和４年度の③は国の臨時交付金を活用

３ 事業の効果

新規事業者による効率的な路線維持や、広域的コミュニティバス等の新たな運行形態へ

の転換を促すことで、持続可能な地域交通ネットワークの実現が図られる。

◎「宮崎ひなた生活圏づくり」の推進

中山間・地域政策課

予算額 ４３，４３５千円

中山間地域において、人口減少が進む中でも、日常生活に必要なサービスや機能を維持

し、将来にわたって住み慣れた地域に安心して住み続けるための仕組みづくり（「宮崎ひな

た生活圏づくり」）を推進する。

○「宮崎ひなた生活圏づくり」地域の絆ステップアップ事業 ２０，９３５千円

地域住民が主体となり地域課題の解決に向けた取組を持続的に行う、地域運営組織の形

成を促進するとともに、その取組を支援することにより、人口減少の抑制や生活必須機能

の維持・確保を図る。

① 地域運営組織等形成促進（補助率 定額）

地域の人口推計を踏まえた住民の内発的議論の促進や、地域の合意に基づいて将来

に備えるために地域運営組織等が実施する人口減少抑制や生活必須機能の維持に向け

た取組を支援

② アドバイザー支援

地域政策・集落再生に係る専門的な助言を得るため大学教授等を招へい

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり
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○中山間地域買物・物流支援事業 １４，５００千円

中山間地域における移動スーパーなど、買い物支援に取り組む事業者等に対して支援を

行うことにより、交通弱者への対応を図るとともに、将来的なドローン物流の社会実装を

目指す。

① 移動スーパー等支援事業（補助率 １／２以内、上限１５０万円）

移動スーパーの開業やよろず屋の開設などに対する補助

② ドローン実証実験事業

中山間地域における持続可能なドローン物流の社会実装を見据え、実証実験の実施

等を通し、ビジネスモデルの実現性や採算性を検証

○新地域移動手段確保支援事業 ８，０００千円

１ 事業の目的・背景

免許返納者の増加等に伴う、中山間地域の交通弱者に対応するため、地域内での移動手

段の検討や、地域住民主導で実施する自家用有償旅客運送等の起ち上げ等を支援すること

により、地域の移動手段確保を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，０００千円

(2) 財 源 人口減少対策基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 地域運営組織等

(5) 事業内容

地域住民主導で実施する自家用有償旅客運送等の起ち上げ検討にかかる経費を支援

（補助率 ２／３以内、上限２００万円）

３ 事業の効果
地域の移動手段確保に向けた取組を支援することで、地域運営組織の形成を促進し、

「宮崎ひなた生活圏づくり」における生活圏内のネットワーク化を推進する。

(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり
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◎移住・定住施策の推進
中山間・地域政策課

地方回帰の流れを捉えた本県関係人口の創出・拡大や移住希望者の後押しをするための取

組を強化するとともに、移住者の定住・定着を促進する。

○新みやざきの魅力体感・つながり創出事業 ４，０２３千円

１ 事業の目的・背景
本県の魅力やリモートワーク環境を体験するプログラムを実施するとともに、首都圏

の若い世代を対象とした交流会を開催することにより、関係人口の創出・拡大を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４，０２３千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～５年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 「みやざき」ちょっと暮らし事業

移住を検討している方を対象に、リモートワークとサーフィンやアウトドアなど移

住の目的となりうる趣味等をセットにした短期滞在型の体験プログラムを実施

② 若者世代とのつながり促進事業

首都圏の情報発信拠点において若手社会人や大学生を対象に「起業」や「就職」を

テーマにした宮崎での仕事や暮らしの魅力を発信するための交流会を実施

３ 事業の効果

宮崎とのつながりを構築し、宮崎のファン層となる関係人口を創出・拡大することによ

り、将来的な移住につながることが期待される。
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○改ワーケーション受入推進強化事業 ９，２２３千円

１ 事業の目的・背景

全国で取組が広がるワーケーション受入について、県内での取組を促進するとともに、

本県の特徴や強みを生かしたプロモーション活動を実施することにより、関係人口の創出

・拡大を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９，２２３千円

(2) 財 源 市町村２１世紀基金

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① ワーケーション受入の取組促進

シンポジウム・研究会の開催、ＳＮＳ等を活用した本県ワーケーションＰＲの実施

② 企業版関係人口拡大プロモーション

都市圏をターゲットとして、継続的な地域とのつながりを求める企業と市町村とを

ワーケーションで結び付け、関係人口の拡大を図る取組の実施

３ 事業の効果

本年度設立されたみやざきワーケーション推進協議会と連携し、県内でのワーケーショ

ン受入の取組やＰＲ等を実施することで、関係人口の創出や拡大が期待される。

○わくわくひなた暮らし実現応援事業 １８１，３６９千円

都市部を中心とした他地域から本県への移住の促進と地域の人材確保を図るため、本県

への移住者に対して移住支援金の給付等を行う。

① 移住支援金支給事業

市町村を経由して移住支援金（世帯１００万円、単身者６０万円）を支給

・ 県が登録した企業に就職した移住者等

東京圏から：国１／２、県１／４、市町村１／４

（１８歳未満の世帯員一人につき最大３０万円加算）

東京圏以外から：県３／４、市町村１／４

・ 自営の農林漁業や起業、事業承継等を行う移住者（県３／４、市町村１／４）

② 就業マッチング支援事業

・ 移住支援金対象企業を対象とした個別指導やセミナーの開催

・ 就業マッチングサイトの運営 等

○移住者受入環境整備・情報発信強化事業 ５５，７６６千円

本県への移住を促進するため、空き家等を活用し移住希望者の受入環境を整えるととも

に、移住希望者に向けた情報発信を行う。

① 移住者向け空き家等利活用促進

・ 個人の空き家改修に対する市町村補助への支援

（補助率 １／２以内、２／３以内、上限８０万円）

・ サブリースした空き家や市町村有遊休施設を改修する市町村を支援

（補助率 １／３以内、上限 空き家１５０万円、廃校等５００万円）

② サブリース空き家や市町村有遊休施設にＩＴ企業等を受け入れるモデル事業を実施

するとともに、移住希望者等に向けた情報発信を実施
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○新移住者定着環境整備支援事業 ７，１４４千円

１ 事業の目的・背景

市町村担当者向けの研修会の実施や定着促進に向けた市町村の取組を支援することによ

り、移住者の本県への定着を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７，１４４千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県①、市町村②

(5) 事業内容

① 市町村担当者向けに移住者の定着支援に関する研修会を実施

② 市町村が実施する移住サポーターの設置、移住者向け交流会等の取組を支援

（補助率 １／２以内、２／３以内）

３ 事業の効果

移住者と地域のつながりを構築することにより、移住後の課題解決やより一層の本県へ

の定着が期待される。

○新地域おこし協力隊定着促進事業 １，５０１千円

１ 事業の目的・背景

研修会の実施や相談体制の整備等を通じ、地域おこし協力隊員の任期終了後の地域への

定着促進を図る。

２ 事業の概要
(1) 予 算 額 １，５０１千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 現役の地域おこし協力隊員や市町村担当者が参加する研修会や交流会を実施

② 地域おこし協力隊任期終了後のＯＢ・ＯＧの活動等について情報発信するととも

に、現役隊員からの相談に対応するため、ＯＢ・ＯＧによる相談体制を整備

３ 事業の効果

地域おこし協力隊の現役隊員同士の横のつながりの構築や課題解決を図ることにより、

現役隊員の孤立化を防ぎ、任期終了後の地域への定着が促進される。
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○新アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業
長寿介護課 医療・介護連携推進室

１ 事業の目的・背景

人生の最終段階を本人の希望どおりに過ごすためには、医療・ケアに関して本人の意思

が尊重されることが重要であることから、アドバンス・ケア・プランニング（※）に関す

る人材の育成及び啓発媒体の作成等を行い、普及啓発を図る。

※ アドバンス・ケア・プランニング（ＡＣＰ）とは

もしものときのために、自らが望む医療やケアについて前もって考え、家族等の信頼

できる人や医療・ケアチームと繰り返し話し合い、共有する取組

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７，４００千円

(2) 財 源 地域医療介護総合確保基金

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 普及啓発や取組推進の方策等の検討を行うための推進委員会の設置

② 人材育成のための研修会等の開催及び人材の登録制度の立ち上げ

③ 普及啓発媒体の作成

３ 事業の効果

アドバンス・ケア・プランニングに取り組むことにより、住み慣れた地域で人生の最終

段階まで尊厳を保持し、自立した生活をすることができる体制を確保でき、地域包括ケア

システムの推進が図られる。

○新高次脳機能障がい通所センター運営事業

障がい福祉課

１ 事業の目的・背景

高次脳機能障がい者の社会復帰を図るため、専門の通所センターを開設し、記憶及び注

意等の認知機能の回復や自己理解の促進などを目的とした基礎的な訓練を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，７３４千円

(2) 財 源 国庫：８６７千円 一般財源：８６７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① 認知機能の回復につながる訓練の実施

② 自己の障がいへの気づきを促す訓練の実施

③ 失われた機能の代償となる手段の活用及び習慣化を図る訓練の実施

３ 事業の効果

通所者に対して社会復帰に向けた訓練を行うことにより、高次脳機能障がい者の社会的

自立が図られる。
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○改医療的ケア児等在宅支援体制強化事業
障がい福祉課

１ 事業の目的・背景

医療的ケア児やその家族の住み慣れた地域での生活を支援するため、医療的ケア児支援

センターを新たに設置・運営するとともに、地域で診療を行う医師の確保・育成や受入れ

施設の充実等を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２９，３４０千円

(2) 財 源 国庫：９５０千円 地域医療介護総合確保基金：２７，４４０千円

一般財源：９５０千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②③、医療機関等②④

(5) 事業内容

① 医療的ケア児支援センターの設置・運営

医療的ケア児支援法に基づく支援センターを県立こども療育センターに設置し、家

族等からの様々な相談への総合的な対応等を実施

② 人材確保・調査研究の推進

・ 診療を行う小児科医師の確保・育成

・ 疾患の基礎研究などを行う機関への補助（補助率１／２以内）

③ 小児在宅医療の推進

地域の小児科医等を対象にした気管切開等のケアに関する実技講習の実施

④ 受入れ施設の充実（補助率１／２以内）

医療機関等が医療的ケア児等を受け入れる短期入所施設等を整備する際の補助

３ 事業の効果

支援センターの設置や必要な人材の確保・育成、受入れ施設の充実などを多面的に行う

ことにより、医療的ケア児やその家族の住み慣れた地域での生活支援が図られる。

県立こども療育センター 入浴用ストレッチャー及び介護浴槽
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○改海岸漂着物等発生抑制普及啓発事業
循環社会推進課

１ 事業の目的・背景

宮崎県海岸漂着物対策推進地域計画（令和３年改定）に基づき、テレビＣＭ等を活用し

た啓発活動を実施し、海岸漂着物等の発生抑制を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，６１４千円

(2) 財 源 国庫：３，９２９千円、産業廃棄物税基金：１，６８５千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

① テレビＣＭ放映やポスター掲示による啓発

② 公立図書館等での啓発パネルの展示

③ 内陸自治体における講演会の実施

３ 事業の効果

海岸漂着物等に係る講演会等を内陸自治体

で実施することにより、浜辺や港などの海岸

に漂着するごみへの関心を高め、沿岸自治体

だけでなく、県全体で一体となった海岸漂着

物対策につながる。 海岸漂着物の状況

○改優良産業廃棄物処理業育成支援事業

循環社会推進課

１ 事業の目的・背景

（一社）宮崎県産業資源循環協会が実施する優良産廃処理業者認定取得に向けた取組な

どを支援し、環境産業の一翼を担う産業廃棄物処理業の持続的な発展を促す。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，５４０千円

(2) 財 源 産業廃棄物税基金

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 （一社）宮崎県産業資源循環協会

(5) 事業内容

① 優良認定取得支援（補助率 定額）

相談窓口設置、優良認定取得アドバイザー派遣、エコアクション２１取得セミナー

開催、環境認証取得費用等の経費を支援する。

② 人材育成支援（補助率 定額）

適正処理に係る技術力向上を図る講習・講座の受講等の経費を支援する。

③ 情報発信・啓発支援（補助率 定額）

排出者責任等の啓発、優良認定制度の広報、優良認定業者やリサイクル推進など環

境に配慮した取組を行う産業廃棄物処理業者の情報発信等の経費を支援する。

３ 事業の効果

環境に配慮し、安心して産業廃棄物の処理を委託できる産業廃棄物処理業者が育成さ

れ、持続可能な循環型社会の形成や産業廃棄物の適正処理の促進につながる。
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○改鳥獣保護区等周辺地域野生鳥獣管理対策事業
自然環境課

１ 事業の目的・背景

狩猟による鳥獣の捕獲が禁止されている鳥獣保護区等周辺地域での農林作物の被害を防

止するため、電気柵、ワイヤーメッシュ柵や箱わな等の設置を支援するとともに、地域で

鳥獣を捕獲する捕獲技術者の育成を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １１，６１１千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 市町村①、県②

(5) 事業内容

① 鳥獣保護区等周辺地域被害防止対策事業（補助率 １／３以内）

小型箱わな、電気柵(ソーラー型含む）、ワイヤーメッシュ柵等設置に対する助成

② 鳥獣保護区等周辺地域捕獲従事者育成事業

わな猟免許所持者の捕獲技術の向上を図るため、各地域での捕獲者の技術レベルに

対応した専門家による講習会を実施

３ 事業の効果

鳥獣保護区など地域に生息する野生鳥獣に対する被害防止対策と、捕獲技術の向上を図

ることにより、農林作物被害が軽減される。

しいたけ等特用林産物生産体制強化事業

山村・木材振興課

１ 事業の目的・背景

県産特用林産物の経営の安定強化及び増産体制の構築を図るため、施設整備等を支援す

るとともに、生産技術の習得・向上のための研修･指導を行う。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ４１，５１５千円

(2) 財 源 林業担い手対策基金：４０，５５２千円 一般財源：９６３千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 市町村①②、県②③

(5) 事業内容

① 生産基盤強化事業（補助率 １／３以内）

特用林産物生産者の組織する団体等の経営安定強化及び増産体制の構築に係る施設

整備等に要する経費を支援

② 新規参入者等育成・確保事業

・ 新規参入者等への施設整備や資材への支援（補助率 １／３以内）

・ 原木しいたけ生産新規参入者向けの基礎研修及びステップアップ研修の実施

③ しいたけ等品質向上推進事業

乾しいたけ品評会の開催

３ 事業の効果

しいたけ等特用林産物の生産振興を推進することで、産地間競争力の向上や県産ブラン

ドの維持が図られ、生産者の所得向上と山村地域の活性化につながる。
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○新農を核とした「みやざき新価値創造プロジェクト」推進事業
農政企画課

１ 事業の目的・概要

市町村の農の魅力や特色を生かした地域活性化の取組に、民間企業のコロナ禍で芽吹い

た新価値やニーズを取り込むことにより、ポストコロナを見据えた新たな地方創生を促進

するため、計画策定から民間企業とのマッチング、官民連携による計画実現までを体系的

に支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９，８５９千円

(2) 財 源 国庫（臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

○ 新価値創造コーディネート事業

市町村が行う計画策定や民間企業とのマッチング、官民連携による計画実現に向け

た取組等に対する体系的なコーディネートを実施

３ 事業の効果

官民連携による地方創生が促進され、農漁村の活性化や雇用創出、ポストコロナにおけ

る本県経済の活性化が図られる。

令和３年度にモデル的に実施したマッチングプレゼンの様子
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○新みやざきの持続可能な農山村づくり支援事業
農政企画課 中山間農業振興室

１ 事業の目的・背景

中山間地域において暮らしやなりわいの基盤となる集落機能の維持・強化を図るため、

農業継続を下支えする組織の機能強化や農泊（※）ビジネスの再生等による農村ＲＭＯの

形成を促進する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ２６，１９９千円

(2) 財 源 国庫：１６，８００千円 中山間ふるさと保全基金：１，５００千円

一般財源：７，８９９千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県②③、農村地域づくり協議会①、作業受託組織等②、

農泊地域協議会等②

(5) 事業内容

① 農村ＲＭＯモデル育成支援事業（補助率 定額）

農林地保全や地域資源活用、生活支援等の活動に必要な調査、実証等を支援

② 農村ＲＭＯステップアップ支援事業

・ 作業受託組織機能強化事業（補助率 １／２以内、１／３以内）

農作業受託や関連サービスを行う組織の受託規模の拡大に必要な取組を支援

・ 農泊ビジネス創造事業（補助率 定額）

農泊に取り組む地域への人流を促進するプロモーションを実施するとともに、他

業種と連携した農泊推進の取組を支援

③ 中山間地域農業推進事業

持続可能な農山村づくりの先進地調査や農泊事業者等向け研修会等を実施

３ 事業の効果

農村ＲＭＯのモデル形成や農業者組織の農村ＲＭＯへのステップアップを支援すること

により、中山間地域における集落機能が維持・強化され、持続可能な農山村づくりが図ら

れる。

※ 農泊：農山漁村地域に滞在し、地域資源を活用した食事や体験等を楽しむ旅行

集落協定や受託組織など農業者を母体とした組織と、自治
会等が連携し、地域資源（農地・水路等）の保全・活用や農
業振興と併せて、買い物・子育て支援等の地域コミュニティ
の維持に資する取組を行う事業体

集落協定
集落営農
受託組織
農泊組織
等

自 治 会
婦 人 会
Ｐ Ｔ Ａ
福祉事業者
等

農村RMO（Region Management Organization）とは

直売所を核とした域内経済循環水路の共同管理地域づくりの検討

- 125 -



(3) 安全・安心で魅力ある地域づくり

鳥獣に打ち勝つ魅力あふれる農山村づくり事業
農政企画課 中山間農業振興室

１ 事業の目的・概要

野生鳥獣による農林作物被害を軽減するため、集落の実態に応じてソフト・ハード対策

を組み合わせて総合的に支援するとともに、捕獲鳥獣（ジビエ）の地域資源としての利活

用等を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ７３１，５７４千円

(2) 財 源 国庫：７２８，３９７千円 一般財源：３，１７７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①～④、市町村等③

(5) 事業内容

① 鳥獣被害防止活動推進事業

地図情報システムによる侵入防止柵整備状況や計画の「見える化」

② 鳥獣被害対策支援センター活動推進事業

被害対策に関する知識や技術の普及を担うマイスターの育成、対策技術の実証展示

による効果検証及び普及促進、並びに獣種別被害対策研修の実施

③ 鳥獣被害防止総合対策交付金関係事業

（補助率 定額、５．５／１０以内、１／２以内）

地域ぐるみの被害防止活動や有害鳥獣捕獲活動、侵入防止柵・処理加工施設等の整

備に対する支援

④ ジビエ利活用推進事業

ジビエの解体・調理研修実施や認知度向上のための「みやざきジビエフェア」開催

３ 事業の効果

地域において効果的な鳥獣被害対策を展開することにより、農作物被害が減少するとと

もに、捕獲鳥獣の利活用促進により、地域における経済循環が創出される。

侵入防止柵等の設置

みやざきジビエフェア
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みやざき食の安全・県産県消推進事業
農業流通ブランド課

１ 事業の目的・背景

食の安全・安心を確保するため、食品事業者を対象とした適正な食品表示定着のための

普及啓発活動を実施するとともに、県民の県産県消への意識向上を図るため、幅広い世代

への食育ティーチャー等による食育・地産地消活動を実施する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ８，６２７千円

(2) 財 源 国庫：５，５００千円 一般財源：３，１２７千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①、みやざきの食と農を考える県民会議・市町村等②

(5) 事業内容

① 食の安全・安心確保推進事業

・ 食品事業者に対する研修会や個別相談会の実施

・ 店舗の個別巡回調査、指導

② 食の魅力発信・県産県消推進事業（補助率 定額、１／２以内）

・ 食育ティーチャー等による県民への食育活動や地産地消啓発イベントの開催

・ ウェブ配信による食育・地産地消活動や地場産品のＰＲ活動を支援

３ 事業の効果

適正な食品表示の定着により、消費者への本県の食に対する信頼が確保される。また、

県内の豊かな食を幅広くＰＲすることにより、県民の県産県消への意識向上が図られる。

○新土地利用型農業産地再編・強化対策事業

農産園芸課

１ 事業の目的・背景

水田を中心に担い手の減少等による本県農業の生産力低下や産地縮小が懸念されるため

耕種農業の産出額アップに向け、土地利用型経営体の規模拡大を促進することにより、大

規模経営体を核とした本県土地利用型農業の産地再編を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １０，５０４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県・農業再生協議会等①②、生産者組織①

(5) 事業内容

① 土地利用型農業規模拡大促進事業（補助率 定額）

規模拡大を目指す土地利用型経営体を対象に、ネットワークの設置や規模拡大、収

益力向上の取組等を支援

② 大規模経営体育成加速化事業（補助率 １／２以内、１／３以内）

大規模土地利用型経営体の育成・拡大に向け、大規模営農計画の提案や達成に向け

た実践を支援

３ 事業の効果

本県耕種農業を担う大規模経営体の育成・拡大が促進されることにより、スケールメリ

ットを生かした土地利用型営農等の実現が図られ、産出額の向上に寄与する。
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○改ひなたの水辺愛護事業
河川課

１ 事業の目的・背景

川や海など本県の豊かな水辺空間を未来へ継承するため、魅力ある川づくり・海づくり

を推進するとともに、県民の河川・海岸への関心を高め、愛護意識の醸成を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ５，８５４千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①② 市町村・民間団体③

(5) 事業内容

① 「多自然川づくり」の推進

・行政や企業が行った多自然川づくりの実践事例の発表会「川づくりコンペ」の開催

・住民参加型の河川環境調査「水辺のモニター」の実施

・河川工事での多自然川づくりに関する助言を行う「川づくりアドバイザー」の設置

② 河川・海岸ボランティアへの支援

ボランティア団体の活動傷害保険への加入や、回収ゴミの運搬・処分を支援

③ 水辺空間の利活用の支援（補助率 市町村１／２、民間団体１０／１０）

市町村や民間団体が行う安全・環境保全・親水活動経費を支援

３ 事業の効果

魅力ある水辺空間の創出が推進され、県民の水辺に対する愛護意識の醸成が図られる。

○改学校と地域がつながる安全教育推進事業

人権同和教育課

１ 事業の目的・背景

防災教育を中心とした学校における安全体制を構築するため、専門家の活用や地域、

関係機関等と連携した実践研究を行うことにより、学校における安全教育や安全管理の充

実を図る。また、学校における安全教育の充実と将来の地域安全を担う人材を育成するた

め、セーフティプロモーションスクール（ＳＰＳ※）の認証に向けた取組の推進を図る。

※ ＳＰＳ…学校・家庭・地域・関係機関が一体となって学校安全の取組を継続的に実施する学校

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３，７３６千円

(2) 財 源 国庫：３，６１４千円 大規模災害対策基金：１２２千円

(3) 事業期間 令和４年度～６年度

(4) 実施主体 県①②、市町村①

(5) 事業内容

① 安全教育モデル地域を指定し、学校・地域が連携した安全教育を実践

② ＳＰＳ推進員や、学校において防災教育の中心的役割を担う防災士を養成

３ 事業の効果

安全教育モデル地域を指定することにより、安全教育体制を構築することができる。

ＳＰＳ推進員を養成することにより、学校の中核教員の資質向上が図られる。

各県立学校に１人の防災士を置くことができる。

水 辺 の 安 全 教 室
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○新歩行者事故ゼロに向けた交通安全対策事業
交通企画課

１ 事業の目的・背景

横断歩道における歩行者優先と正しい横断を徹底するため、県内において過去に歩行者

事故が発生した横断歩道や通学路等の信号機のない横断歩道の中からモデル横断歩道を選

定し、歩行者事故ゼロに向けた交通安全対策を実施する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ９，２９５千円

(2) 財 源 一般財源

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

モデル横断歩道を選定し、横断歩道のカラー舗装、看板を整備

３ 事業の効果

モデル横断歩道の環境整備を行い、同所での歩行者と運転者双方への交通安全教育を行

うとともに、悪質・危険性の高い横断歩行者等妨害の交通指導取締り等を集中的に実施す

ることで、県民への歩行者優先のルールの浸透が図られ、交通事故抑止への効果が期待さ

れる。
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